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１．調査概要
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取引条件改善状況調査
⾃主⾏動計画フォローアップ調査



• 業界団体が策定する⾃主⾏動計画の順守状況を把握するための「⾃主⾏動計画フォローアップ調査」と、中⼩企
業の取引慣⾏の現状を把握するための「取引条件改善状況調査」における共通の設問を集計分析。

１．⾃主⾏動計画FU調査・取引条件改善状況調査の概要
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調査期間 2024年10⽉〜11⽉（10⽉1⽇時点の状況の調査）

分析対象調査 令和６年度 ⾃主⾏動計画フォローアップ調査（実施主体・業界団体）

令和６年度 取引条件改善状況調査（実施主体・中⼩企業庁）

調査内容 「未来志向型の取引慣⾏に向けて」重点5課題等
• 価格決定⽅法の適正化
• ⽀払条件の改善
• 型取引の適正化
• 知的財産・ノウハウの保護
• 働き⽅改⾰に伴うしわ寄せ防⽌

集計にあたって ・原則として、N数が10以下のデータおよび業種別分析における「その他」の業種については、分析コメントの対象とはしていない。
・報告書本⽂及び図表の構成⽐は、各回答を選択した企業数が有効回答数に占める割合を⽰す。
・各スライドにおける割合は四捨五⼊をしており、合計が100％とならないことがある。

○調査対象︓8786社（⾃主⾏動計画策定団体加⼊企業）
○回答企業数︓2895社、回答率︓33.0％

○調査対象︓90,000社(受注側80,000社、発注側10,000社)
○回答企業数︓30,770社、回答率︓34.2％



１－2．調査概要（回答企業の概要）
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◆業種別回収件数

業種 件数 割合 業種 件数 割合 業種 件数 割合

回答数 33,619 100% 医療機器，介護・福祉用具製造業 178 1% 小売業 713 2%

建設業（ハウスメーカー） 223 1% 電機・情報通信機器製造業 823 2% 物品賃貸業 336 1%

建設業（ハウスメーカー以外） 3,224 10% 自動車・自動車部品製造業 1,266 4% 不動産管理業 807 2%

食品製造業 966 3% 造船業 176 1% 専門・技術サービス業 753 2%

繊維業 1,282 4% 航空宇宙工業 46 0% 広告業 800 2%

建材・住宅設備業 329 1% その他の製造業 2,654 8% 宿泊業 274 1%

パルプ・紙・紙加工品製造業 735 2% 電気・ガス・熱供給・水道業 492 2% 飲食サービス業 332 1%

印刷業 1,141 3% 通信業 145 0% 生活関連サービス業 376 1%

製薬産業 137 0% 放送コンテンツ業 143 0% 自動車整備業 942 3%

化学産業（製薬産業以外） 501 2% 映像・音声・文字情報制作業 409 1% 警備業 390 1%

鉄鋼業 473 1% 情報サービス・ソフトウェア業 1,589 5% その他のサービス業 1,737 5%

非鉄金属製造業 566 2% トラック運送業 1,100 3% その他（上記以外） 1,744 5%

金属製品製造業 2,260 7% 運輸業，郵便業（トラック運送業以外） 762 2%

機械製造業 1,095 3% 卸売業 1,700 5%



１－3．調査概要（回答企業の概要）
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◆取引上の地位

N
完成品

メーカー
１次下請 ２次下請 ３次下請 ４次以下の下請

25,752 29% 38% 26% 5% 1%

◆資本⾦

N 1,000万円以下
1,000万円超

5,000万円以下

5,000万円超

1億円以下

1億円超

3億円以下

3億円超

10億円以下
10億円超

33,624 63% 26% 6% 1% 1% 2%

◆従業員数

N 5人以下
5人超

20人以下

20人超

50人以下

50人超

100人以下

100人超

300人以下
300人超

33,636 33% 32% 18% 7% 6% 4%

◆下請取引適正化に関する法令や取組の認知

N

下請代金支払

遅延等防止法

（下請法）

下請中小企業

振興法

（振興基準）

業界毎の

下請ガイドライン

業界団体の

自主行動計画

価格交渉

促進月間

（3月・9月）

パートナーシップ

構築宣言

労務費の適切な

転嫁のための

価格交渉に

関する指針

（労務費指針）

特定受託事業者に

係る取引の

適正化等に関する

法律

（フリーランス法）

24,427 84% 24% 20% 13% 20% 30% 31% 18%



２．重点5課題 改善状況
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取引条件改善状況調査
⾃主⾏動計画フォローアップ調査



２－１．結果概要（重点５課題 改善状況経年⽐較）
＜重点５課題 改善状況＞

8※サンプル数（N）については次ページ以降に掲載

令和4年度 令和5年度 令和6年度

割合 割合 割合

発注側 - 61% 54%

受注側 81% 83% 86%

発注側 42% 64% 66%

受注側 19% 37% 46%

発注側 35% 55% 61%

受注側 14% 30% 41%

発注側 46% 67% 67%

受注側 22% 41% 49%

発注側 36% 60% 62%

受注側 13% 32% 42%

発注側 69% 69% 71%

受注側 69% 70% 73%

発注側 19% 23% 37%

受注側 18% 18% 33%

発注側 21% 15% 32%

受注側 - - -

発注側 23% 30% 46%

受注側 - - -

発注側 - 65% 55%

受注側 53% 41% 28%

発注側 93% 81% 75%

受注側 83% 83% 80%

発注側 - 63% 65%

受注側 - 38% 42%

発注側 - 45% 57%

受注側 - 42% 49%

発注側 - 44% 74%

受注側 - 44% 70%

発注側 - 30% 41%

受注側 - 30% 33%

発注側 - 34% 50%

受注側 - 31% 35%

知的財産に関する適正取引実現のための取組実施状況
※発注側：「全ての企業に実施した」「多くの企業に実施した」、受注側：「実施中」と答えた企業の割合

働き方改革に伴う短納期発注や急な仕様変更に伴うコストの発注側企業の負担状況
※発注側：「全ての仕入先について適正コストを負担した」「多くの仕入先について適正コストを負担した」、受注側：「全て販売先が負担してくれた」「多くを販売先が
負担してくれた」と答えた企業の割合

型管理の適正化＜書面等による取引条件の明確化＞
※発注側：「全ての企業に実施した」「多くの企業に実施した」、受注側：「全て実施された」「概ね実施された」と答えた企業の割合

直近１年間の販売先が実施した働き方改革に関する対応の結果、受けた影響
※「特に影響はない」と答えた企業の割合

働き方改革に伴うしわ寄せ防止

型取引の適正化

型管理の適正化＜型代金又は型製作費の早期の支払い＞
※発注側：「全ての企業に実施した」「多くの企業に実施した」、受注側：「全て実施された」「概ね実施された」と答えた企業の割合

型管理の適正化＜型の保管費用の発注側負担＞
※発注側：「全ての企業に実施した」「多くの企業に実施した」、受注側：「全て実施された」「概ね実施された」と答えた企業の割合

型管理の適正化＜不要な型の廃棄費用の発注側負担＞
※発注側：「全ての企業に実施した」「多くの企業に実施した」、受注側：「全て実施された」「概ね実施された」と答えた企業の割合

支払い条件の改善

知的財産・ノウハウの保護

下請代金をすべて現金で支払っている／受け取っている
※「全て現金払い」と答えた企業の割合

下請代金支払いの手形サイトが60日以内
※「30日以内」「60日以内」と答えた企業の割合の合計

コスト全般
※令和5、6年度は「全て反映した／された」 「概ね反映した／された」と答えた企業の割合
※令和4年度は 「概ね反映した／された」と答えた企業の割合

労務費
※令和5、6年度は「全て反映した／された」 「概ね反映した／された」と答えた企業の割合
※令和4年度は 「概ね反映した／された」と答えた企業の割合

原材料価格
※令和5、６年度は「全て反映した／された」 「概ね反映した／された」と答えた企業の割合
※令和4年度は 「概ね反映した／された」と答えた企業の割合

エネルギー価格
※令和5、６年度は「全て反映した／された」 「概ね反映した／された」と答えた企業の割合
※令和4年度は 「概ね反映した／された」と答えた企業の割合

価格決定方法の適正化

価格決定のための協議の実施状況
※令和5、6年度受注側は「販売先から申し出があり協議を行った」 「自社から申し出を行い協議に応じてくれた」、
   発注側は「全ての仕入先（発注先）と協議した」「多くの仕入先（発注先）と協議した」と答えた企業の割合
※令和4年度は 「応じてくれた」と答えた企業の割合

手形サイトの60日以内への変更予定
※「2024年までに60日以内に変更予定」と答えた企業の割合

受注／発注設問

約束手形の利用を2026年までに廃止する予定

重点5課題



令和４年度 令和５年度 令和６年度

N=875 N=1,196 N=1,497

2024年までに60日以内に変更予定 21% 15% 32%

時期は未定だが、60日以内に変更予定 36% 44% 42%

60日以内に変更する予定はない 43% 41% 26%

発注側

令和４年度 令和５年度 令和６年度

N=19,551 N=15,702 N=18,953

81% 83% 86%
受注側

価格決定⽅法の適正化
●価格決定のための協議の実施状況
『協議を⾏った（ 「販売先から申し出があり協議を⾏った」と
「⾃社から申し出を⾏い協議に応じてくれた」 の合計）』は、
8割半ばとなりわずかに改善した。

●変動コストの価格反映状況
発注側はコスト全般が+2ptとなり、構成要素も労務費は改
善し、エネルギー価格は横ばい、原材料価格は前年度同様と
なった。
受注側はコスト全般が+9ptとなり、構成要素も原材料価格
は+8pt、エネルギー価格は+10ptと改善し、労務費は
+11ptと⼤幅に改善した。

２－２．結果概要（重点５課題 改善状況まとめ）

⽀払い条件の改善

●⼿形⽀払いサイトの変更予定

●約束⼿形の廃⽌予定

●価格決定のための協議（ 「販売先から申し出があり協議を⾏った」 「⾃社から申し出を⾏い協議に応じてくれた」割合）

●変動コストの価格反映状況（「全て反映した／された」 「概ね反映した／された」割合）

●下請代⾦の⽀払い条件
「全て現⾦払い」については、発注側は7割強となり+2ptと横
ばい、受注側は7割強となり+3ptとわずかに改善した。

●⼿形⽀払いのサイト
『60⽇以内（「30⽇以内」と「60⽇以内」の合計）』は、発
注側は4割弱となり+13ptと⼤幅に改善、受注側は3割強と
なり+15ptと⼤幅に改善した。

●⼿形⽀払いサイトの変更予定
「2024年までに60⽇以内に変更予定」は、3割強となり
+17ptと⼤幅に改善した。

●約束⼿形の廃⽌予定
「2026年までに利⽤を廃⽌する予定」は4割弱となり+7ptと
改善、⼀⽅「約束⼿形の利⽤の廃⽌予定はない」は1割に満
たず-8ptと改善した。
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令和4年度 令和５年度 令和６年度

N=934 N=1,332 N=1,917

2026年までに利用を廃止する予定 23% 30% 37%

時期は未定だが、利用を廃止する予定 32% 29% 22%

利用の廃止に向けて検討中 23% 29% 18%

約束手形の利用の廃止予定はない 22% 12% 4%

発注側

●下請代⾦の⽀払い条件（「全て現⾦払い」の割合）

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

N=3,411 N=5,604 N=6,952 N=3,399 N=5,389 N=6,875 N=3,389 N=5,477 N=6,887 N=3,389 N=5,416 N=6,857

42% 64% 66% 35% 55% 61% 46% 67% 67% 36% 60% 62%

N=19,779 N=20,006 N=25,481 N=19,717 N=18,775 N=24,981 N=19,583 N=18,981 N=24,897 N=19,590 N=18,531 N=24,675

19% 37% 46% 14% 30% 41% 22% 41% 49% 13% 32% 42%

エネルギー価格

発注側

受注側

労務費 原材料価格コスト全般

●⼿形⽀払いのサイト
令和４年度 令和５年度 令和６年度

N=1,048 N=1,621 N=1,924

30日(1ヶ月)以内 3% 4% 5%

60日(2ヶ月)以内 15% 20% 32%

90日(3ヶ月)以内 31% 30% 25%

120日(4ヶ月)以内 42% 38% 32%

120日(4ヶ月)超 9% 8% 7%

発注側
令和４年度 令和５年度 令和６年度

N=6,115 N=5,118 N=6,209

30日(1ヶ月)以内 4% 4% 7%

60日(2ヶ月)以内 14% 14% 26%

90日(3ヶ月)以内 36% 35% 31%

120日(4ヶ月)以内 36% 37% 27%

120日(4ヶ月)超 10% 10% 9%

受注側

令和４年度 令和５年度 令和６年度

N=3,445 N=5,667 N=7,083

69% 69% 71%
発注側

令和４年度 令和５年度 令和６年度

N=19,946 N=21,041 N=26,520

69% 70% 73%
受注側



令和４年度 令和５年度 令和６年度

N=8,211 N=10,995 N=16,444

実施中 53% 41% 28%

実施予定 7% 6% 8%

未実施 40% 53% 64%

受注側

令和４年度 令和５年度 令和６年度

N=19,943 N=22,353 N=25,264

特に影響はない 83% 83% 80%

急な仕様変更への対応の増加 5% 6% 7%

短納期での発注の増加 7% 8% 9%

検収の遅れ 3% 2% 3%

支払決済処理のズレによる入金の遅れ 1% 1% 1%

従業員派遣を要請 1% 1% 1%

発注業務の拡大・営業時間の延長 2% 2% 3%

祝休日出勤の増加 4% 4% 5%

その他 2% 2% 3%

受注側
令和４年度 令和５年度 令和６年度

N=1,776 N=5,850 N=6,928

特に影響はない 93% 81% 75%

急な仕様変更への対応の増加 3% 2% 5%

短納期での発注の増加 3% 2% 7%

検収の遅れ 1% 1% 2%

支払決済処理のズレによる入金の遅れ 0% 0% 1%

従業員派遣を要請 1% 1% 1%

発注業務の拡大・営業時間の延長 1% 1% 3%

祝休日出勤の増加 2% 1% 3%

その他 1% 1% 1%

分からない - 14% 13%

発注側

令和５年度 令和６年度

N=2,385 N=2,946

全ての企業に実施した（100%） 54% 38%

多くの企業に実施した（99～81%） 11% 17%

一部の企業に実施した（80～41%） 10% 17%

あまり実施しなかった（40～1%） 8% 20%

全く実施しなかった（0%） 17% 8%

発注側

知的財産・ノウハウの保護

２－２．結果概要（重点５課題 改善状況まとめ）

働き⽅改⾰に伴うしわ寄せ防⽌ ●直近1年間の販売先が実施した働き⽅改⾰に関する対応の結果、受けた影響

●知的財産に関する適正取引実現のための取組状況

●働き⽅改⾰の影響による発注側のコスト負担の状況

●知的財産に関する適正取引実現のための取組状況
発注側では、『多くの企業に実施した（「全ての企業に
実施した」と「多くの企業に実施した」の合計）』は、5割
半ばとなり-10ptと悪化した。
受注側では、「実施中」は、3割弱となり-13ptと⼤幅に
悪化した。

●直近1年間の販売先が実施した働き⽅改⾰に関する
対応の結果、受けた影響

「特に影響はない」は、発注側では7割半ばとなり-6ptと悪
化、受注側では8割となり-3ptとわずかに悪化した。

●働き⽅改⾰の影響による発注側のコスト負担の状況
『負担した（「全ての仕⼊先（発注先）について適正コス
トを負担した」と「多くの仕⼊先（発注先）について適正コ
ストを負担した」の合計）』は、発注側では6割半ばとなり
+1ptと横ばいである。
『負担してくれた（「全て販売先が負担してくれた」と「多くを
販売先が負担してくれた」の合計）』は、受注側では4割
強となり+4ptとわずかに改善した。

※発注側は、令和5年度に「分からない」の選択肢を追加。

10

令和４年度 令和５年度 令和６年度

N=5,602 N=13,425 N=21,465

全て販売先が負担してくれた（100%） 25% 27%

多くを販売先が負担してくれた（99～81%） 13% 15%

一部を販売先が負担してくれた（80～41%） 16% 14% 15%

販売先はあまり負担しなかった（40～1%） 18% 12% 11%

販売先は負担しなかった（0%） 33% 36% 32%

32%

受注側
令和５年度 令和６年度

N=1,901 N=3,073

全ての仕入先（発注先）について適正コストを負担した（100％） 43% 42%

多くの仕入先（発注先）について適正コストを負担した（99～81％） 20% 22%

一部の仕入先（発注先）について適正コストを負担した（80～41％） 14% 17%

適正コストの負担はあまりしなかった（40～1％） 12% 12%

適正コストは全く負担しなかった（0％） 10% 7%

発注側



令和5年度 令和６年度

N=3,070 N=1,796

全ての企業に実施した（100%） 26% 41%

多くの企業に実施した（99～81%） 7% 9%

一部の企業に実施した（80～41%） 6% 8%

あまり実施しなかった（40～1%） 7% 11%

実施しなかった（0%） 54% 31%

発注側

令和5年度 令和６年度

N=3,099 N=1,785

全ての企業に実施した（100%） 23% 31%

多くの企業に実施した（99～81%） 8% 10%

一部の企業に実施した（80～41%） 8% 11%

あまり実施しなかった（40～1%） 8% 14%

実施しなかった（0%） 54% 35%

発注側

令和４年度 令和5年度 令和６年度

N=3,557 N=9,012 N=3,252

全て実施された（100%） 26% 52%

概ね実施された（99～81%） 18% 18%

一部実施された（80～41%） 23% 11% 10%

あまり実施されなかった（40～1%） 17% 11% 7%

実施されなかった（0%） 13% 35% 14%

47%

受注側
令和5年度 令和６年度

N=3,199 N=1,837

全ての企業に実施した（100%） 36% 64%

多くの企業に実施した（99～81%） 8% 10%

一部の企業に実施した（80～41%） 7% 7%

あまり実施しなかった（40～1%） 6% 7%

実施しなかった（0%） 44% 12%

発注側

令和４年度 令和5年度 令和６年度

N=5,612 N=10,210 N=3,245

全て実施された（100%） 23% 31%

概ね実施された（99～81%） 19% 19%

一部実施された（80～41%） 25% 15% 15%

あまり実施されなかった（40～1%） 18% 13% 14%

実施されなかった（0%） 12% 31% 22%

受注側

46%

令和5年度 令和６年度

N=3,582 N=1,831

全ての企業に実施した（100%） 33% 45%

多くの企業に実施した（99～81%） 12% 12%

一部の企業に実施した（80～41%） 10% 14%

あまり実施しなかった（40～1%） 8% 14%

実施しなかった（0%） 37% 15%

発注側

型取引の適正化

２－２．結果概要（重点５課題 改善状況まとめ）
●書⾯等による取引条件の明確化

●型の保管費⽤の発注側負担

●書⾯等による取引条件の明確化
発注側における『実施した（「全ての企業に実施した」と
「多くの企業に実施した」の合計）』は、6割弱となった。
受注側における『実施された（「全て実施された」と「概ね
実施された」の合計）』は、5割となり+8ptと改善した。

●型代⾦⼜は型製作費の早期の⽀払い
発注側における『実施した（「全ての企業に実施した」と
「多くの企業に実施した」の合計）』は、7割半ばとなった。
受注側における『実施された（「全て実施された」と「概ね
実施された」の合計）』は、7割となり+26ptと⼤幅に改
善した。

●型の保管費⽤の発注側負担
発注側における『実施した（「全ての企業に実施した」と
「多くの企業に実施した」の合計）』は、4割強となった。
受注側における『実施された（「全て実施された」と「概ね
実施された」の合計）』は、3割強となり+2ptと横ばいであ
る。

●不要な型の廃棄費⽤の発注側負担
発注側における『実施した（「全ての企業に実施した」と
「多くの企業に実施した」の合計）』は、5割となった。
受注側における『実施された（「全て実施された」と「概ね
実施された」の合計）』は、3割半ばとなり+4ptとわずかに
改善した。
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令和４年度 令和5年度 令和６年度

N=2,880 N=8,511 N=3,101

全て実施された（100%） 18% 24%

概ね実施された（99～81%） 13% 11%

一部実施された（80～41%） 20% 9% 9%

あまり実施されなかった（40～1%） 22% 11% 12%

実施されなかった（0%） 28% 49% 44%

31%

受注側

令和４年度 令和5年度 令和６年度

N=3,042 N=8,588 N=3,136

全て実施された（100%） 18% 22%

概ね実施された（99～81%） 13% 11%

一部実施された（80～41%） 19% 9% 9%

あまり実施されなかった（40～1%） 22% 12% 14%

実施されなかった（0%） 29% 48% 44%

31%

受注側

●型代⾦⼜は型製作費の早期の⽀払い

●不要な型の廃棄費⽤の発注側負担



３．重点5課題 経年⽐較

12

取引条件改善状況調査
⾃主⾏動計画フォローアップ調査

※ 経年⽐較における分析コメント記載⽅針について
過年度との改善／悪化状況の⽐較にあたり、以下の記載⽅針に則ってコメントを記載している。

分析コメントでの表現過年度とのポイント差
前年度同様0
横ばい±1〜±2
わずかに改善／悪化±3〜±5
改善／悪化±6〜±10
⼤幅に改善／悪化±11〜



３－１．経年⽐較「価格決定⽅法の適正化（単価の決定・改定に関する協議状況）」
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 価格決定のための協議の実施状況（発注側）は、前年度と⽐べて悪化している。

令和５年度 令和６年度

N=5,600 N=7,022

61% 54%

■発注側

61%
54%

◆価格決定のための協議の実施状況
（ 項⽬別、「全ての仕⼊先（発注先）と協議した」「多くの仕⼊先（発注先）と協議した」の割合を集計）

令和５年度 令和６年度

N=5,600 N=7,022

全ての仕入先（発注先）と協議した（100%） 26% 23%

多くの仕入先（発注先）と協議した（99～81%） 34% 31%

一部の仕入先（発注先）と協議した（80～41%） 26% 29%

あまり協議しなかった（40～1%） 8% 10%

全く協議しなかった（0%） 6% 7%

発注側



３－２．経年⽐較「価格決定⽅法の適正化（単価の決定・改定に関する協議状況）」

※令和5、6年度は「販売先から申し出があり協議を⾏った」 「⾃社から申し出を⾏い協議に応じてくれた」と答えた企業の割合
※令和4年度は 「応じてくれた」と答えた企業の割合
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 コスト全般の協議の実施状況（受注側）は、前年度と⽐べてわずかに改善している。
 労務費の協議実施状況（受注側）は、前年度と⽐べて改善している。
 原材料価格の協議実施状況（受注側）は、前年度と⽐べてわずかに改善している。
 エネルギー価格の協議実施状況（受注側）は、前年度と⽐べてわずかに改善している。

    

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和５年度 令和６年度 令和５年度 令和６年度 令和５年度 令和６年度

N=19,551 N=15,702 N=18,953 N=11,351 N=14,990 N=13,935 N=16,730 N=11,909 N=14,498

81% 83% 86% 68% 75% 81% 84% 70% 75%

■ 受注側■ 受注側 ■ 受注側 ■ 受注側

81% 83% 86%

68%
75%

81% 84%

70%
75%

◆価格決定のための協議の実施状況
（ 項⽬別、「販売先から申し出があり協議を⾏った」 「⾃社から申し出を⾏い協議に応じてくれた」の割合を集計）

-コスト全般 -労務費 -原材料価格 -エネルギー価格



令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

N=19,779 N=20,006 N=25,481 N=19,717 N=18,775 N=24,981 N=19,583 N=18,981 N=24,897 N=19,590 N=18,531 N=24,675

19% 37% 46% 14% 30% 41% 22% 41% 49% 13% 32% 42%

■ 受注側■ 受注側■ 受注側 ■ 受注側

19%

37%
46%

14%

30%
41%

22%

41%
49%

13%

32%
42%

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

N=3,411 N=5,604 N=6,952 N=3,399 N=5,389 N=6,875 N=3,389 N=5,477 N=6,887 N=3,389 N=5,416 N=6,857

42% 64% 66% 35% 55% 61% 46% 67% 67% 36% 60% 62%

■ 発注側 ■ 発注側 ■ 発注側 ■ 発注側

42%

64% 66%

35%

55%
61%

46%

67% 67%

36%

60% 62%

３－２．経年⽐較「価格決定⽅法の適正化（変動コストの反映状況）」

 コスト全般の反映状況は、前年度と⽐べて発注側は横ばい、受注側は改善している。
 労務費の反映状況は、前年度と⽐べて発注側は改善、受注側は⼤幅に改善している。
 原材料価格の反映状況は、前年度と⽐べて発注側は同様、受注側は改善している。
 エネルギー価格の反映状況は、前年度と⽐べて発注側は横ばい、受注側は改善している。

◆単価の決定・改定における変動コストの反映状況
（項⽬別、 「全て反映した／された」 「概ね反映した／された」の割合を集計）
-コスト全般 -労務費 -原材料価格 -エネルギー価格

※令和5、6年度は「全て反映した／された」 「概ね反映した／された」と答えた企業の割合
※令和4年度は 「概ね反映した／された」と答えた企業の割合
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 下請代⾦の現⾦払い率については、前年度と⽐べて発注側は横ばい、受注側はわずかに改善した。
 「全て⼿形等の⽀払い」は前年度と⽐べて発注側はわずかに悪化、受注側は同様である。

◆下請代⾦の現⾦払い率（「全て現⾦払い」の割合を集計）

３－３．経年⽐較「⽀払い条件の改善（下請代⾦の現⾦払い率）」
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令和４年度 令和５年度 令和６年度

N=3,445 N=5,667 N=7,083

69% 69% 71%

■ 発注側

69% 69% 71%

令和４年度 令和５年度 令和６年度

N=19,946 N=21,041 N=26,520

69% 70% 73%

■ 受注側

69% 70% 73%

令和４年度 令和５年度 令和６年度

N=3,445 N=5,667 N=7,083

全て現金払い（100%） 69% 69% 71%

現金は50％以上 17% 16% 11%

現金は50％未満 9% 8% 10%

全て手形等の支払い（現金0％） 5% 6% 9%

発注側

令和４年度 令和５年度 令和６年度

N=19,946 N=21,041 N=26,520

全て現金払い（100％） 69% 70% 73%

現金は50％以上 20% 18% 13%

現金は50％未満 6% 6% 8%

全て手形等の支払い（現金0％） 6% 6% 6%

受注側



令和４年度 令和５年度 令和６年度

N=1,048 N=1,621 N=1,924

19% 23% 37%

令和４年度 令和５年度 令和６年度

N=6,115 N=5,118 N=6,209

18% 18% 33%

■ 受注側

■ 発注側

19% 23%

37%

18% 18%

33%

令和４年度 令和５年度 令和６年度

N=1,048 N=1,621 N=1,924

30日(1ヶ月)以内 3% 4% 5%

60日(2ヶ月)以内 15% 20% 32%

90日(3ヶ月)以内 31% 30% 25%

120日(4ヶ月)以内 42% 38% 32%

120日(4ヶ月)超 9% 8% 7%

令和４年度 令和５年度 令和６年度

N=6,115 N=5,118 N=6,209

30日(1ヶ月)以内 4% 4% 7%

60日(2ヶ月)以内 14% 14% 26%

90日(3ヶ月)以内 36% 35% 31%

120日(4ヶ月)以内 36% 37% 27%

120日(4ヶ月)超 10% 10% 9%

発注側

受注側

 ⼿形⽀払いサイトが『60⽇以内』である割合は、前年度と⽐べて発注側・受注側ともに⼤幅に改善した。

◆下請代⾦の⼿形⽀払いサイト（ 「30⽇以内」 「60⽇以内」の割合を集計）

３－３．経年⽐較「⽀払い条件の改善（⼿形⽀払いサイトが６０⽇以内の割合）」
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※「30⽇以内」「60⽇以内」と答えた企業の割合の合計
※複数の選択肢を合計して再集計しているため、四捨五⼊の関係でグラフの数値と集計表内の合計値が⼀致しないことがある。



令和４年度 令和５年度 令和６年度

N=875 N=1,196 N=1,497

2024年までに60日以内に変更予定 21% 15% 32%

時期は未定だが、60日以内に変更予定 36% 44% 42%

60日以内に変更する予定はない 43% 41% 26%

発注側

令和４年度 令和５年度 令和６年度

N=875 N=1,196 N=1,497

21% 15% 32%

■ 発注側

21% 15%

32%

 ⼿形サイトの60⽇以内への変更予定（発注側）については、⼤幅に改善した。
 約束⼿形の利⽤を2026年までに廃⽌する予定（発注側）については、⼤幅に改善した。

◆⼿形サイトの60⽇以内への変更予定
（「2024年までに60⽇以内に変更予定」の割合を集計）

３－３．経年⽐較「⽀払い条件の改善（⼿形⽀払いサイトの変更予定・⼿形廃⽌予定）」
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◆約束⼿形の利⽤を2026年までに廃⽌する予定
（「2026年までに利⽤を廃⽌する予定」の割合を
集計）

令和４年度 令和５年度 令和６年度

N=934 N=1,332 N=1,536

23% 30% 46%

■ 発注側

23%
30%

46%

令和4年度 令和５年度 令和６年度

N=934 N=1,332 N=1,536

2026年までに利用を廃止する予定 23% 30% 46%

時期は未定だが、利用を廃止する予定 32% 29% 28%

利用の廃止に向けて検討中 23% 29% 22%

利用の廃止予定はない 22% 12% 4%

発注側

※令和４、５年度は 「現在、約束⼿形の利⽤はない」を、
令和６年度は「約束⼿形以外を利⽤している」を除いて再集計している。



令和５年度 令和６年度

N=2,385 N=2,946

全ての企業に実施した（100%） 54% 38%

多くの企業に実施した（99～81%） 11% 17%

一部の企業に実施した（80～41%） 10% 17%

あまり実施しなかった（40～1%） 8% 20%

全く実施しなかった（0%） 17% 8%

発注側

◆知的財産に関する適正取引実現のための取組状況
（発注側は「全ての企業に実施した」「多くの企業に実施した」の合計、受注側は「実施中」の割合を集計）

３－４．経年⽐較「知的財産・ノウハウの保護状況」

※ 「知的財産権等を有しているかわからない」 を除いて再集計している。
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 知的財産に関する適正取引実現のための取組について、発注側では、『実施した（100％〜81％）』の
割合は5割半ばとなり、前年度と⽐べて悪化した。

 受注側の今年度の「未実施」は6割半ばと、前年度と⽐べて⼤幅に悪化した。

令和５年度 令和６年度

N=2,385 N=2,946

65% 55%

令和５年度 令和６年度

N=10,995 N=16,444

41% 28%

■ 発注側

■ 受注側

41%
28%

65%

55%

令和５年度 令和６年度

N=10,995 N=16,444

実施中 41% 28%

実施予定 6% 8%

未実施 53% 64%

受注側

※『実施した（100％〜81％）』は、「全ての企業に実施した（100%）」、「多くの企業に実施した（99~81％）」の割合の合計値。



令和４年度 令和５年度 令和６年度

N=1,776 N=5,850 N=6,928

特に影響はない 93% 81% 75%

急な仕様変更への対応の増加 3% 2% 5%

短納期での発注の増加 3% 2% 7%

検収の遅れ 1% 1% 2%

支払決済処理のズレによる入金の遅れ 0% 0% 1%

従業員派遣を要請 1% 1% 1%

発注業務の拡大・営業時間の延長 1% 1% 3%

祝休日出勤の増加 2% 1% 3%

その他 1% 1% 1%

分からない - 14% 13%

令和４年度 令和５年度 令和６年度

N=19,943 N=22,353 N=25,264

特に影響はない 83% 83% 80%

急な仕様変更への対応の増加 5% 6% 7%

短納期での発注の増加 7% 8% 9%

検収の遅れ 3% 2% 3%

支払決済処理のズレによる入金の遅れ 1% 1% 1%

従業員派遣を要請 1% 1% 1%

発注業務の拡大・営業時間の延長 2% 2% 3%

祝休日出勤の増加 4% 4% 5%

その他 2% 2% 3%

発注側

受注側

令和４年度 令和５年度 令和６年度

N=1,776 N=5,850 N=6,928

93% 81% 75%

令和４年度 令和５年度 令和６年度

N=19,943 N=22,353 N=25,264

83% 83% 80%

■ 発注側

■ 受注側

93%
81%

75%

83% 83% 80%

 働き⽅改⾰の影響による発注側のコスト負担について、前年度と⽐べて発注側は悪化、受注側は
わずかに悪化した。

◆働き⽅改⾰の影響による発注側のコスト負担の状況（ 「特に影響はない」の割合を集計）

３－５．経年⽐較「働き⽅改⾰に伴うしわ寄せ防⽌（働き⽅改⾰の影響）」
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 働き⽅改⾰の影響による発注側のコスト負担について、発注側の、 『負担した（100％〜81％）』の割
合は横ばいであり、受注側の『負担してくれた（100％〜81％）』の割合はわずかに改善した。

◆働き⽅改⾰の影響による発注側のコスト負担の状況
（発注側は、「全ての仕⼊先（発注先）について適正コストを負担した」「多くの仕⼊先（発注先）について適正
コストを負担した」、受注側は「全て販売先が負担してくれた」「多くを販売先が負担してくれた」の割合を集計）

３－５．経年⽐較「働き⽅改⾰に伴うしわ寄せ防⽌（働き⽅改⾰のコスト負担状況）」

※複数の選択肢を合計して再集計しているため、四捨五⼊の関係でグラフの数値と集計表内の合計値が⼀致しないことがある。
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令和５年度 令和６年度

N=1,901 N=3,073

63% 65%

令和５年度 令和６年度

N=13,425 N=21,465

38% 42%

■ 受注側

■ 発注側

38% 42%

63%
65%

令和５年度 令和６年度

N=1,901 N=3,073

全ての仕入先（発注先）について適正コストを負担した（100％） 43% 42%

多くの仕入先（発注先）について適正コストを負担した（99～81％） 20% 22%

一部の仕入先（発注先）について適正コストを負担した（80～41％） 14% 17%

適正コストの負担はあまりしなかった（40～1％） 12% 12%

適正コストは全く負担しなかった（0％） 10% 7%

令和５年度 令和６年度

N=13,425 N=21,465

全て販売先が負担してくれた（100%） 25% 27%

多くを販売先が負担してくれた（99～81%） 13% 15%

一部を販売先が負担してくれた（80～41%） 14% 15%

販売先はあまり負担しなかった（40～1%） 12% 11%

販売先は負担しなかった（0%） 36% 32%

受注側

発注側

※『負担した（100％〜81％）』は、「全ての仕⼊先（発注先）について適正コストを負担した（100％）」、「多くの仕⼊先（発注先）について適正コストを負担した（99~81％）」の割合の合計値。

※『負担してくれた（100％〜81％）』は、「全て販売先が負担してくれた（100%）」、「多くを販売先が負担してくれた（99〜81%）」の割合の合計値。



 書⾯等による取引条件の明確化について、発注側の『実施した（100％〜81％）』の割合は⼤幅に改
善し、受注側の『実施された（100％〜81％）』はの割合は改善した。

３－６．経年⽐較「型取引の適正化（書⾯等による取引条件の明確化）」

※複数の選択肢を合計して再集計しているため、四捨五⼊の関係でグラフの数値と集計表内の合計値が⼀致しないことがある。
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◆書⾯等による取引条件の明確化
（発注側は「全ての企業に実施した」「多くの企業に実施した」、受注側は「全て実施された」「概ね実施された」の割
合を集計）

令和５年度 令和６年度

N=3,582 N=1,831

45% 57%

令和５年度 令和６年度

N=10,210 N=3,245

42% 49%

■ 受注側

■ 発注側

42%
49%

45%

57%

令和5年度 令和６年度

N=3,582 N=1,831

全ての企業に実施した（100%） 33% 45%

多くの企業に実施した（99～81%） 12% 12%

一部の企業に実施した（80～41%） 10% 14%

あまり実施しなかった（40～1%） 8% 14%

実施しなかった（0%） 37% 15%

令和5年度 令和６年度

N=10,210 N=3,245

全て実施された（100%） 23% 31%

概ね実施された（99～81%） 19% 19%

一部実施された（80～41%） 15% 15%

あまり実施されなかった（40～1%） 13% 14%

実施されなかった（0%） 31% 22%

受注側

発注側

※『実施した（100％〜81％）』は、「全ての企業に実施した（100%）」、「多くの企業に実施した（99~81％）」の割合の合計値。

※『実施された（100％〜81％）』は、「全て実施された（100%）」、「概ね実施された（99〜81%）」の割合の合計値。



 型代⾦⼜は型製作費の早期の⽀払いについて、発注側の『実施した（100％〜81％）』の割合は⼤幅
に改善し、受注側の『実施された（100％〜81％）』の割合も⼤幅に改善した。

３－６．経年⽐較「型取引の適正化（型代⾦の早期⽀払い）」
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◆型代⾦⼜は型製作費の早期の⽀払い
（発注側は「全ての企業に実施した」「多くの企業に実施した」、受注側は「全て実施された」「概ね実施された」の割
合を集計）

※複数の選択肢を合計して再集計しているため、四捨五⼊の関係でグラフの数値と集計表内の合計値が⼀致しないことがある。

令和５年度 令和６年度

N=3,199 N=1,837

44% 74%

令和５年度 令和６年度

N=9,012 N=3,252

44% 70%

■ 受注側

■ 発注側

44%

70%

44%

74%

令和5年度 令和６年度

N=3,199 N=1,837

全ての企業に実施した（100%） 36% 64%

多くの企業に実施した（99～81%） 8% 10%

一部の企業に実施した（80～41%） 7% 7%

あまり実施しなかった（40～1%） 6% 7%

実施しなかった（0%） 44% 12%

令和5年度 令和６年度

N=9,012 N=3,252

全て実施された（100%） 26% 52%

概ね実施された（99～81%） 18% 18%

一部実施された（80～41%） 11% 10%

あまり実施されなかった（40～1%） 11% 7%

実施されなかった（0%） 35% 14%

受注側

発注側

※『実施した（100％〜81％）』は、「全ての企業に実施した（100%）」、「多くの企業に実施した（99~81％）」の割合の合計値。
※『実施された（100％〜81％）』は、「全て実施された（100%）」、「概ね実施された（99〜81%）」の割合の合計値。



 型の保管費⽤の発注側負担について、発注側の『実施した（100％〜81％）』の割合は⼤幅に改善し
、受注側の『実施された（100％〜81％）』の割合はわずかに改善した。

３－６．経年⽐較「型取引の適正化（型の保管費⽤の発注側負担）」
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◆型の保管費⽤の発注側負担
（発注側は「全ての企業に実施した」「多くの企業に実施した」、受注側は「全て実施された」「概ね実施された」の割
合を集計）

※複数の選択肢を合計して再集計しているため、四捨五⼊の関係でグラフの数値と集計表内の合計値が⼀致しないことがある。

令和５年度 令和６年度

N=3,099 N=1,785

30% 41%

令和５年度 令和６年度

N=8,588 N=3,136

30% 33%

■ 受注側

■ 発注側

30% 33%

30%
41%

令和5年度 令和６年度

N=3,099 N=1,785

全ての企業に実施した（100%） 23% 31%

多くの企業に実施した（99～81%） 8% 10%

一部の企業に実施した（80～41%） 8% 11%

あまり実施しなかった（40～1%） 8% 14%

実施しなかった（0%） 54% 35%

令和5年度 令和６年度

N=8,588 N=3,136

全て実施された（100%） 18% 22%

概ね実施された（99～81%） 13% 11%

一部実施された（80～41%） 9% 9%

あまり実施されなかった（40～1%） 12% 14%

実施されなかった（0%） 48% 44%

受注側

発注側

※『実施した（100％〜81％）』は、「全ての企業に実施した（100%）」、「多くの企業に実施した（99~81％）」の割合の合計値。
※『実施された（100％〜81％）』は、「全て実施された（100%）」、「概ね実施された（99〜81%）」の割合の合計値。



 不要な型の廃棄費⽤の発注側負担について、発注側の『実施した（100％〜81％）』の割合は⼤幅に
改善し、受注側の『実施された（100％〜81％）』の割合はわずかに改善した。

３－６．経年⽐較「型取引の適正化（不要な型の廃棄費⽤の発注側負担）」
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◆不要な型の廃棄費⽤の発注側負担
（発注側は「全ての企業に実施した」「多くの企業に実施した」、受注側は「全て実施された」「概ね実施された」の割
合を集計）

※複数の選択肢を合計して再集計しているため、四捨五⼊の関係でグラフの数値と集計表内の合計値が⼀致しないことがある。

令和５年度 令和６年度

N=3,070 N=1,796

34% 50%

令和５年度 令和６年度

N=8,511 N=3,101

31% 35%

■ 発注側

■ 受注側

31%
35%

34%

50%
令和5年度 令和６年度

N=3,070 N=1,796

全ての企業に実施した（100%） 26% 41%

多くの企業に実施した（99～81%） 7% 9%

一部の企業に実施した（80～41%） 6% 8%

あまり実施しなかった（40～1%） 7% 11%

実施しなかった（0%） 54% 31%

令和5年度 令和６年度

N=8,511 N=3,101

全て実施された（100%） 18% 24%

概ね実施された（99～81%） 13% 11%

一部実施された（80～41%） 9% 9%

あまり実施されなかった（40～1%） 11% 12%

実施されなかった（0%） 49% 44%

受注側

発注側

※『実施した（100％〜81％）』は、「全ての企業に実施した（100%）」、「多くの企業に実施した（99~81％）」の割合の合計値。
※『実施された（100％〜81％）』は、「全て実施された（100%）」、「概ね実施された（99〜81%）」の割合の合計値。



取引条件改善状況調査
⾃主⾏動計画フォローアップ調査

４．発注側調査結果
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４ー１．仕⼊先（発注先）情報 仕⼊先との取引における契約書等の有無

 仕⼊先との取引における契約書等の有無について、全体では、「全ての取引先との間で存在する」が5割弱と最も⾼く
なった。

 業種別にみると、情報サービス業は「全ての取引先との間で存在する」が7割半ばと⾼くなっている。⼀⽅、サービス業は
３割半ばと低い。

発注側 仕⼊先との取引における契約書等の有無 [単⼀回答]

N=

全体 7,103

製造業 3,919

サービス業 1,070

情報サービス業 352

建設業 388

卸・小売業 577

運送業 208

その他 561

48.2

50.3

36.9

74.7

39.9

45.9

43.8

47.4

42.3

41.0

49.7

23.0

51.0

46.3

48.6

37.4

6.3

6.1

8.6

1.1

5.2

5.5

5.8

8.9

3.2

2.6

4.8

1.1

3.9

2.3

1.9

6.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全ての取引先との間で存在する 一部の取引先との間で存在する 存在しない 分からない

27

発注側



４ー１．仕⼊先（発注先）情報 取引⾦額が最も⼤きい仕⼊先（発注先）の業種

 取引⾦額が最も⼤きい仕⼊先（発注先）の業種について、全体では、「違う業種」が6割弱となった。
 業種別にみると、「違う業種」の割合は、サービス業が7割弱、卸・⼩売業が6割強と⾼い。

発注側 取引⾦額が最も⼤きい仕⼊先（発注先）の業種 [単⼀回答]

N=

全体 7,102

製造業 3,918

サービス業 1,072

情報サービス業 350

建設業 391

卸・小売業 578

運送業 204

その他 560

37.5

39.3

27.7

58.0

50.6

35.3

48.0

21.1

59.9

58.8

69.3

38.6

45.0

61.9

50.5

74.5

2.6

2.0

3.0

3.4

4.3

2.8

1.5

4.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

同じ業種 違う業種 分からない
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発注側



４ー１．仕⼊先（発注先）情報 仕⼊先（発注先）の呼び⽅

 仕⼊先（発注先）の呼び⽅について、全体では、「取引先（企業・会社）」が４割強と最も⾼くなった。
 業種別にみると、卸・⼩売業を除く全ての業種で「取引先（企業・会社）」が、卸・⼩売業では「仕⼊先（企業・会

社）」が最も⾼くなっている。また、情報サービス業は「パートナー企業・会社」が2割半ば、建設業、運送業は「協⼒企
業・会社」が2割半ばと、⽐較的⾼くなっている。

発注側 仕⼊先（発注先）の呼び⽅ [単⼀回答]

29

発注側

※回答について業種ごとにヒートマップにて表⽰。（「⾚＝割合が⾼い」〜「⻘＝割合が低い」となっている）

7業種比較

その他
協力企業・会
社

パートナー企
業・会社

発注先（企
業・会社）

仕入先（企
業・会社）

委託先（企
業・会社）

受注先（企
業・会社）

下請（企業・
会社）

取引先（企
業・会社）

3.711.83.34.531.52.20.81.440.8全体(N=7,100)

3.010.71.93.738.51.40.60.539.7製造業(N=3,916)

3.812.93.47.725.13.41.41.141.3サービス業(N=1,069)

5.411.726.54.05.76.60.30.039.9情報サービス業(N=351)

1.025.81.85.715.80.02.314.233.3建設業(N=387)

4.83.30.52.945.01.40.50.041.5卸・小売業(N=578)

4.927.74.91.55.81.01.02.451.0運送業(N=206)

6.710.11.66.917.75.51.10.949.6その他(N=565)



４ー２．価格決定⽅法 取引を⾏う仕⼊先との協議の実施状況

 取引を⾏う仕⼊先との協議の実施状況について、全体では、『協議した（100％〜81％）』が5割半ばとなった。
 業種別にみると、製造業は『協議した（100％〜81％）』が6割強と⾼くなっている。⼀⽅、サービス業は4割弱と低い。

発注側 2024年度に適⽤する単価の決定・改定にあたっての協議の実施状況 [単⼀回答]

N=

全体 7,022

製造業 3,888

サービス業 1,058

情報サービス業 350

建設業 384

卸・小売業 564

運送業 202

その他 548

23.4

26.1

16.0

27.1

16.7

25.9

19.8

19.5

30.7

35.6

21.1

23.7

30.7

31.4

29.7

18.6

28.9

27.9

32.5

28.6

30.7

26.1

28.7

30.1

10.0

7.5

16.3

10.3

13.5

9.8

11.4

13.5

7.0

3.0

14.2

10.3

8.3

6.9

10.4

18.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

30

全ての仕入先（発注先）と協議した（100%） 多くの仕入先（発注先）と協議した（99～81%）

一部の仕入先（発注先）と協議した（80～41%） あまり協議しなかった（40～1%）

全く協議しなかった（0%）

※『協議した（100％〜81％）』は、「全ての仕⼊先（発注先）と協議した（100%）」、「多くの仕⼊先（発注先）と協議した（99~81％）」の割合の合計値。

発注側



４ー２．価格決定⽅法 単価の協議において、⾃社と仕⼊先のどちらから多く申⼊れを⾏ったか

 単価の協議において、⾃社と仕⼊先のどちらから多く申⼊れを⾏ったかについて、全体では、「仕⼊先（発注先）」が
6割強となった。

 業種別にみると、運送業は「貴社（発注側）」が2割半ばと⽐較的⾼く、製造業、サービス業は「仕⼊先（発注先）
」が6割半ばと⾼い。

発注側 ⾃社と仕⼊先（発注先）のどちらから協議の申⼊れを⾏う場合が多かったか [単⼀回答]

N=

全体 5,765

製造業 3,451

サービス業 727

情報サービス業 272

建設業 299

卸・小売業 465

運送業 156

その他 369

12.5

12.0

12.2

19.5

13.0

8.4

25.6

11.7

63.8

65.6

66.4

46.7

62.9

62.2

45.5

64.5

23.8

22.4

21.3

33.8

24.1

29.5

28.8

23.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

貴社 仕入先（発注先） 双方
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発注側



４ー２．価格決定⽅法 仕⼊先（発注先）と協議を実施するに⾄った理由

 仕⼊先（発注先）と協議を実施するに⾄った理由について、全体では、「これまでも定期的に協議に応じていたため」
が約6割で最も⾼く、次いで「ニュース等の報道等から仕⼊先（発注先）との協議に取り組む必要を感じたため」が４
割弱となっている。

 業種別にみると、いずれの業種も「これまでも定期的に協議に応じていたため」が最も⾼い。また、運送業は「ニュース等
の報道等から仕⼊先（発注先）との協議に取り組む必要を感じたため」が4割強、「⾃社の販売先も協議に応じてく
れたため」が3割半ばと、他の業種に⽐べて⾼くなっている。

発注側 仕⼊先（発注先）と協議を実施するに⾄った理由 [複数回答]

32

※回答について業種ごとにヒートマップにて表⽰。（「⾚＝割合が⾼い」〜「⻘＝割合が低い」となっている）

発注側

7業種比較

その他

価格交渉促
進月間等の
政府の動き
を活用した
申し入れが
あったため

仕入先（発注
先）から強い
要望（何度も
要望）があっ
たため

中長期的な
競争力強化・
サプライ
チェーンの強
化を意識し
ているため

これまでも
定期的に協
議に応じて
いたため

自社の販売
先も協議に
応じてくれ
たため

経営層から
対応するよ
う指示が
あったため

自社の業績
が上がり協
議に応じる
余裕が生ま
れたため

同業他社が
仕入先（発注
先）と協議を
実施してい
るため

行政・業界団
体等からの
要請があっ
たため

ニュース等の
報道等から
仕入先（発注
先）との協議
に取り組む
必要を感じ
たため

5.34.229.920.260.119.316.91.916.017.437.0全体(N=5,653)

5.75.733.324.461.221.419.51.115.920.239.1製造業(N=3,409)

4.61.325.310.554.415.512.54.215.48.933.1サービス業(N=697)

6.33.718.416.565.118.815.82.913.218.433.1情報サービス業(N=272)

3.81.020.810.455.217.76.93.820.114.236.5建設業(N=288)

4.02.432.317.765.512.413.11.314.212.627.9卸・小売業(N=452)

3.22.616.220.143.535.113.07.129.217.540.9運送業(N=154)

5.11.125.413.561.711.316.90.814.614.936.3その他(N=355)



４ー２．価格決定⽅法 仕⼊先（発注先）と協議を実施しなかった理由

 仕⼊先（発注先）と協議を実施しなかった理由について、全体では、「仕⼊先（発注先）から協議を求められなかっ
たため」が5割半ばと最も⾼く、次いで「交渉の必要性を感じないため」が2割弱となっている。

 業種別にみると、いずれの業種も「仕⼊先（発注先）から協議を求められなかったため」が過半数を占めて最も⾼くな
っている。

発注側 仕⼊先（発注先）と協議を実施しなかった理由 [複数回答]

33

※回答について業種ごとにヒートマップにて表⽰。（「⾚＝割合が⾼い」〜「⻘＝割合が低い」となっている）

発注側

7業種比較

その他

定期的な協
議は行って
いないため
（サイクルが
長いため）

仕入先（発注
先）から協議
を求められ
なかったた
め

経営層から
対応するよ
う指示がな
いため

今後、取引中
止や仕入先
変更を検討
しているた
め

社内体制上、
交渉へ対応
する人的な
余力がな
かったため

協議を要し
ない仕組み
を導入して
いるため（相
見積もり対
応・フォー
ミュラ等）

交渉の必要
性を感じな
いため

想定してい
る予算内で
の対応が難
しいため

自社の販売
先も価格転
嫁に応じて
くれないた
め（「最終製
品の価格転
嫁が進まな
い」を含む）

自社の業績
が悪化して
いるため

16.013.756.70.91.13.210.419.53.96.45.9全体(N=1,172)

17.615.657.20.51.03.811.314.65.09.17.1製造業(N=397)

13.911.756.31.60.93.810.121.83.85.76.0サービス業(N=316)

11.415.762.92.91.40.08.624.35.75.74.3情報サービス業(N=70)

15.911.051.20.01.21.214.624.46.13.72.4建設業(N=82)

18.912.253.32.21.14.47.821.12.26.76.7卸・小売業(N=90)

7.020.962.80.00.07.04.714.02.34.72.3運送業(N=43)

18.612.856.40.01.71.710.523.30.63.55.8その他(N=172)



※『反映した（100％〜81％）』は、「全て反映した(100%）」、「概ね反映した（99〜81%）」の割合の合計値。

４ー２．価格決定⽅法 仕⼊先のコスト増加分の反映状況【コスト全般の反映状況】

 コスト全般の変動に対する価格の反映状況について、全体では、『反映した（100％〜81％）』が6割半ばとなった。
 業種別にみると、製造業、建設業、卸・⼩売業は『反映した（100％〜81％）』が6割を超え⾼くなっている。⼀⽅、

運送業は5割弱と低い。

発注側 コスト全般の変動の価格反映状況 [単⼀回答]

N=

全体 6,952

製造業 3,866

サービス業 1,039

情報サービス業 345

建設業 379

卸・小売業 565

運送業 200

その他 530

27.1

31.0

23.0

18.8

21.4

22.8

17.5

23.6

38.6

41.9

27.4

32.8

41.7

46.2

31.5

31.3

23.9

20.3

31.2

29.9

29.3

23.0

35.5

25.1

4.9

3.7

8.4

6.4

5.3

4.1

7.0

5.5

5.4

2.9

9.8

11.9

2.1

3.7

8.5

14.0

0.1

0.1

0.2

0.3

0.3

0.2

0.0

0.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

34

全て反映した(100%） 概ね反映した（99～81%） 一部反映した（80～41%）

あまり反映しなかった（40～1%） 反映しなかった（0%） 減額した（マイナス）

発注側



４ー２．価格決定⽅法 仕⼊先のコスト増加分の反映状況【労務費の反映状況】

 労務費の変動に対する価格の反映状況について、全体では、『反映した（100％〜81％）』が6割強となった。
 業種別にみると、製造業、建設業、卸・⼩売業は『反映した（100％〜81％）』が6割を超え⾼くなっている。⼀⽅、サ

ービス業は4割半ばと低い。

発注側 労務費の変動の価格反映状況 [単⼀回答]

N=

全体 6,875

製造業 3,828

サービス業 1,029

情報サービス業 341

建設業 377

卸・小売業 550

運送業 198

その他 524

26.2

30.2

21.2

19.4

21.5

21.3

19.2

21.9

34.8

37.5

24.8

33.1

40.6

39.1

28.8

28.8

22.7

19.7

30.0

24.6

27.1

21.8

34.8

22.5

7.7

6.8

10.3

8.5

6.4

8.2

7.6

8.6

8.5

5.7

13.5

14.4

4.5

9.6

9.6

17.0

0.1

0.1

0.2

0.0

0.0

0.0

0.0

1.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

35

全て反映した(100%） 概ね反映した（99～81%） 一部反映した（80～41%）

あまり反映しなかった（40～1%） 反映しなかった（0%） 減額した（マイナス）

※『反映した（100％〜81％）』は、「全て反映した(100%）」、「概ね反映した（99〜81%）」の割合の合計値。

発注側



４ー２．価格決定⽅法 仕⼊先のコスト増加分の反映状況【原材料価格の変動の反映状況】

 原材料価格の変動に対する価格の反映状況について、全体では、『反映した（100％〜81％）』が7割弱となった。
 業種別にみると、製造業、卸・⼩売業は『反映した（100％〜81％）』が7割を超え⾼くなっている。⼀⽅、情報サービ

ス業、運送業は4割半ばと低い。

発注側 原材料価格の変動の価格反映状況 [単⼀回答]

N=

全体 6,887

製造業 3,844

サービス業 1,024

情報サービス業 332

建設業 375

卸・小売業 563

運送業 195

その他 526

31.3

37.5

23.6

20.8

22.7

25.4

15.9

24.5

35.9

39.0

26.3

24.1

42.7

45.6

28.2

27.6

20.4

16.4

29.6

17.2

27.2

20.8

35.4

23.6

5.0

3.6

8.9

8.7

4.3

3.4

8.7

6.8

7.2

3.5

11.5

29.2

3.2

4.6

11.3

16.7

0.1

0.1

0.1

0.0

0.0

0.2

0.5

0.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

36

全て反映した(100%） 概ね反映した（99～81%） 一部反映した（80～41%）

あまり反映しなかった（40～1%） 反映しなかった（0%） 減額した（マイナス）

発注側

※『反映した（100％〜81％）』は、「全て反映した(100%）」、「概ね反映した（99〜81%）」の割合の合計値。



４ー２．価格決定⽅法 仕⼊先のコスト増加分の反映状況【エネルギー変動価格の反映状況】

 エネルギー価格の変動に対する価格の反映状況について、全体では、『反映した（100％〜81％）』が6割強となった。
 業種別にみると、製造業は『反映した（100％〜81％）』が7割強と⾼くなっている。⼀⽅、情報サービス業は4割強と低い。

発注側 エネルギー価格の変動の価格反映状況 [単⼀回答]

N=

全体 6,857

製造業 3,833

サービス業 1,018

情報サービス業 330

建設業 375

卸・小売業 556

運送業 199

その他 518

27.8

32.8

21.4

19.7

20.8

22.8

18.1

22.6

33.9

37.5

24.3

21.2

38.1

39.2

30.7

26.1

21.0

18.0

27.6

18.5

28.0

21.6

32.2

22.4

7.8

6.5

11.6

10.0

8.0

7.7

8.5

9.3

9.3

5.2

15.0

30.6

5.1

8.5

10.6

18.9

0.1

0.1

0.1

0.0

0.0

0.2

0.0

0.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

37

全て反映した(100%） 概ね反映した（99～81%） 一部反映した（80～41%）

あまり反映しなかった（40～1%） 反映しなかった（0%） 減額した（マイナス）

※『反映した（100％〜81％）』は、「全て反映した(100%）」、「概ね反映した（99〜81%）」の割合の合計値。

発注側



４ー２．価格決定⽅法 仕⼊先のコスト増加分を反映できた仕⼊先の数

 コスト増加分について、価格に反映した（100％〜41％）と回答した企業に対して、コスト増加分を反映できた仕
⼊先の数について質問したところ、全体では、『反映した（100％〜81％）』が7割強となった。

 業種別にみると、サービス業、情報サービス業、運送業は『反映した（100％〜81％）』が6割前後で⽐較的低い。

発注側 仕⼊先（発注先）のコスト増加分を反映できた仕⼊先（発注先）の数 [単⼀回答]

N=

全体 6,241

製造業 3,606

サービス業 863

情報サービス業 282

建設業 352

卸・小売業 520

運送業 170

その他 421

27.5

28.6

27.7

20.9

24.4

24.4

25.3

29.7

43.6

46.6

34.5

39.7

44.9

48.8

38.2

33.3

25.7

22.3

32.9

36.2

27.3

24.4

31.8

31.4

3.0

2.5

4.4

2.5

3.1

2.3

4.7

5.0

0.2

0.1

0.5

0.7

0.3

0.0

0.0

0.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

38

全ての仕入先（発注先）に反映した（100%） 多くの仕入先（発注先）に反映した（99～81%）

一部の仕入先（発注先）に反映した（80～41%） あまり反映しなかった（40～1%）

全く反映しなかった（0%）

発注側

※『反映した（100％〜81％）』は、「全て反映した(100%）」、「概ね反映した（99〜81%）」の割合の合計値。



４ー２．価格決定⽅法 変動コストを単価に反映するに⾄った理由

 変動コストを単価に反映するに⾄った理由について、全体では、「これまでも価格転嫁に応じていたため」が6割強と最
も⾼く、次いで「ニュース等の報道等から価格転嫁に取り組む必要を感じたため」が約4割となった。

 業種別にみると、いずれの業種も「これまでも価格転嫁に応じていたため」が最も⾼い。運送業は「⾃社の販売先も価
格転嫁に応じてくれたため（最終製品の価格転嫁が進んだため）」が3割半ば、「同業他社が仕⼊先（発注先）の
価格転嫁に応じているため」が約3割と、⽐較的⾼くなっている。

発注側 変動コストを2024年度の単価に反映するに⾄った理由 [複数回答]

39

※回答について業種ごとにヒートマップにて表⽰。（「⾚＝割合が⾼い」〜「⻘＝割合が低い」となっている）

発注側
7業種比較

その他

価格交渉促
進月間等の
政府の動き
を活用した
申し入れが
あったため

価格改定に
応じなけれ
ば取引量の
減少や撤退
する旨の意
思表示が
あったため

定量的なエ
ビデンスに基
づく交渉で
あったため
（原価計算・
価格変動状
況・公表情報
等）

一定の基準
で対応した
結果である
ため（相見積
もり、フォー
ミュラ、標準
単価等）

中長期的な
競争力強化・
サプライ
チェーンの強
化を意識し
ているため

これまでも価
格転嫁に応
じていたた
め

自社の販売
先も価格転
嫁に応じてく
れたため（最
終製品の価
格転嫁が進
んだため）

経営層から
対応するよ
う指示が
あったため

自社の業績
が上がり価
格転嫁に応
じる余裕が
生まれたた
め

同業他社が
仕入先（発注
先）の価格転
嫁に応じて
いるため

行政・業界団
体等からの
要請があっ
たため

ニュース等の
報道等から
価格転嫁に
取り組む必
要を感じた
ため

3.43.57.922.317.021.461.323.917.43.020.316.440.1全体(N=6,138)

3.35.010.627.318.626.165.026.520.72.019.719.942.3製造業(N=3,575)

4.01.23.412.114.412.152.717.311.36.020.98.339.9サービス業(N=833)

3.23.64.016.912.920.554.724.117.33.214.716.933.1情報サービス業(N=278)

3.21.22.312.414.110.157.124.27.86.125.411.538.6建設業(N=347)

2.22.05.522.215.818.065.320.413.32.022.010.133.1卸・小売業(N=505)

4.21.26.612.06.619.243.734.115.06.630.519.238.3運送業(N=167)

4.70.73.915.318.713.856.214.014.33.017.213.336.2その他(N=406)



４ー２．価格決定⽅法 変動コストを単価に反映できなかった理由

 変動コストを単価に反映できなかった理由について、全体では、「⾃社の業績が悪化しているため」が2割弱と最も⾼く、次いで「⾃社の販
売先も価格転嫁に応じてくれないため（「最終製品の価格転嫁が進まない」を含む）」、「⼀定の基準で対応した結果であるため（相
⾒積もり、フォーミュラ、標準単価等）」が1割半ばとなった。

 業種別にみると、製造業は「⾃社の販売先も価格転嫁に応じてくれないため（「最終製品の価格転嫁が進まない）を含む」、
サービス業、情報サービス業は「⼀定の基準で対応した結果であるため（相⾒積もり、フォーミュラ、標準単価等）」、
卸・⼩売業は「⾃社の業績が悪化しているため」、運送業は「仕⼊先（発注先）と同業の他社が多いため」が最も⾼い。
建設業は、「想定している予算内での対応が難しいため」「⼀定の基準で対応した結果であるため（相⾒積もり、フォーミュラ、標準単価
等）」が同率で最も⾼くなった。

発注側 変動コストを2024年度の単価に反映できなかった理由 [複数回答]

40

※回答について業種ごとにヒートマップにて表⽰。（「⾚＝割合が⾼い」〜「⻘＝割合が低い」となっている）

発注側

7業種比較

その他

これまでも価
格転嫁に応じ
ていなかった
ため

今後、取引中
止や仕入先変
更を検討して
いるため

仕入先（発注
先）と同業の
他社が多いた
め

一時金で対応
しているため

仕入先（発注
先）が定量的
なエビデンス
を用意してい
なかったため
（原価計算・価
格変動状況・
公表情報等）

原材料・エネ
ルギー等のコ
ストが減少し
ているため

一定の基準で
対応した結果
であるため
（相見積もり、
フォーミュラ、
標準単価等）

仕入先からの
値上げが必要
な理由に納得
ができなかっ
たため

想定している
予算内での対
応が難しいた
め

自社の販売先
も価格転嫁に
応じてくれな
いため（「最終
製品の価格転
嫁が進まな
い」を含む）

自社の業績が
悪化している
ため

34.35.62.111.21.54.71.516.14.114.116.718.3全体(N=1,075)

32.03.41.710.41.76.33.113.75.814.025.322.2製造業(N=415)

34.96.22.512.92.94.10.020.33.714.58.714.5サービス業(N=241)

44.75.71.69.80.81.60.016.34.113.810.615.4情報サービス業(N=123)

20.06.74.48.90.06.72.224.42.224.48.913.3建設業(N=45)

34.49.43.117.20.06.31.63.11.614.128.132.8卸・小売業(N=64)

30.810.30.020.50.07.72.610.32.67.715.412.8運送業(N=39)

36.57.42.77.40.72.00.020.32.012.88.812.8その他(N=148)



４ー３．原価低減要請、協賛⾦等 原価低減要請の実施有無

 直近1年間における、原価低減要請の実施有無について、全体では、「原価低減要請は⾏っていない」が8割強となっ
た。

 業種別にみると、製造業、建設業、卸・⼩売業は「原価低減要請を⾏った」が2割程度と⽐較的⾼くなっている。

発注側 直近１年間における、原価低減要請の実施有無 [単⼀回答]

N=

全体 6,990

製造業 3,879

サービス業 1,043

情報サービス業 348

建設業 382

卸・小売業 567

運送業 203

その他 540

16.0

19.5

8.3

4.0

22.0

20.1

3.0

10.0

82.1

78.6

89.5

94.8

76.2

78.5

94.6

87.8

1.9

1.9

2.1

1.1

1.8

1.4

2.5

2.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

原価低減要請を行った 原価低減要請は行っていない その他

41

発注側



４ー３．原価低減要請、協賛⾦等 原価低減要請を⾏う場合の⾃社の考え⽅（姿勢）

 原価低減要請を⾏う場合の⾃社の考え⽅（姿勢）について、全体では、「競争環境上できるだけ⾏うこととしている」
が6割半ばと最も⾼く、次いで「仕⼊先（発注先）が対応できなくても取引は継続する」が5割半ばとなった。

 業種別にみると、情報サービス業は「仕⼊先（発注先）が対応できなくても取引は継続する」が7割強、「⾃社の数
値⽬標を達成するために⾏っている」が5割で他の業種に⽐べて⾼くなっている。

発注側 原価低減要請を⾏う場合の⾃社の考え⽅（姿勢） [複数回答]

42

発注側

競争環境上

できるだけ行うこととしている

コロナが終わったことから

再開した

仕入先（発注先）が

対応できなくても

取引は継続する

取引の継続を検討する上で

重要視している

自社の数値目標を

達成するために行っている

その他

66.7

2.5

54.2

28.1

28.4

8.0

69.3

2.7

58.5

28.8

27.5

10.3

62.1

1.1

46.0

32.2

31.0

3.4

42.9

0.0

71.4

21.4

50.0

14.3

63.1

1.2

31.0

23.8

33.3

1.2

63.7

1.8

49.6

27.4

28.3

3.5

16.7

0.0

33.3

83.3

16.7

0.0

61.1

7.4

55.6

14.8

27.8

3.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%



４ー３．原価低減要請、協賛⾦等 原価低減要請を⾏うにあたって仕⼊先のために実施した⾏為

 原価低減要請を⾏うにあたって仕⼊先のために実施した⾏為について、全体では、「仕⼊先（発注先）と⼗分な
協議を⾏った」が8割強と最も⾼く、次いで「発注量を増加する等、別の形で適正なコストを負担した」、「業務効率化
に関する提案」が4割弱となった。

 業種別にみると、運送業については、「業務効率化に関する提案」が最も⾼く、運送業以外の業種では「仕⼊先（発
注先）と⼗分な協議を⾏った」が最も⾼い。

発注側 原価低減要請を⾏うにあたって仕⼊先のために実施した⾏為 [複数回答]

43

発注側

業務効率化に関する提案

発注量を増加する等、

別の形で適正なコストを負担した

原価低減要請を

行うにあたって書面等により

合理的な説明を行った

仕入先（発注先）と

十分な協議を行った

何も実施していない

その他

38.9

39.8

21.1

81.0

2.3

3.6

44.0

44.5

23.0

82.0

1.9

4.7

24.7

17.6

11.8

74.1

5.9

0.0

28.6

28.6

14.3

85.7

0.0

0.0

21.3

26.3

16.3

73.8

3.8

1.3

32.1

46.4

16.1

87.5

0.9

1.8

66.7

0.0

33.3

33.3

0.0

0.0

30.8

25.0

28.8

80.8

3.8

1.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%



４ー３．原価低減要請、協賛⾦等 原価低減要請実施の際の書⾯による合意形成

 原価低減要請実施の際の書⾯による合意形成について、全体では、『合意した（100％〜81％）』が5割弱と⾼くなった。
 業種別にみると、製造業は『合意した（100％〜81％）』が5割強と⾼くなっている。⼀⽅、サービス業は3割強と低い。

発注側 原価低減要請を実施した場合、書⾯により合意したか否か [単⼀回答]

N=

全体 1,091

製造業 742

サービス業 84

情報サービス業 14

建設業 81

卸・小売業 109

運送業 6

その他 50

31.8

35.8

15.5

28.6

22.2

24.8

0.0

38.0

17.2

14.6

17.9

14.3

25.9

24.8

33.3

22.0

27.0

27.2

29.8

21.4

27.2

28.4

16.7

18.0

15.3

12.9

32.1

14.3

14.8

18.3

33.3

14.0

8.6

9.4

4.8

21.4

9.9

3.7

16.7

8.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

44

全ての仕入先（発注先）と書面等により合意した（100%） 多くの仕入先（発注先）と書面等により合意した（99～81%）

一部の仕入先（発注先）と書面等により合意した（80～41%） 書面等による合意はあまり実施しなかった（40～1%）

書面等による合意は実施しなかった（0%）

※『合意した（100％〜81％）』は、「全ての仕⼊先（発注先）と書⾯等により合意した（100%）」、「多くの仕⼊先（発注先）と書⾯等により合意した（99〜81%）」の割合の合計値。

発注側



４ー３．原価低減要請、協賛⾦等 仕⼊先に対する利益提供要請の実施有無

 直近１年間の仕⼊先に対する利益提供要請の実施有無について、全体では、「利益提供要請は⾏っていない」は
9割半ばとなった。

 業種別にみると、卸・⼩売業を除く全ての業種で「利益提供要請は⾏っていない」が9割半ばを超え⾼くなっている。

発注側 直近１年間の仕⼊先に対する利益提供要請の実施有無 [単⼀回答]

N=

全体 6,912

製造業 3,815

サービス業 1,037

情報サービス業 347

建設業 380

卸・小売業 564

運送業 204

その他 538

2.3

1.5

1.4

0.9

3.4

10.1

2.0

2.0

96.9

98.0

97.6

98.0

96.6

88.5

96.6

96.3

0.8

0.5

1.0

1.2

0.0

1.4

1.5

1.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

利益提供要請を行った 利益提供要請は行っていない その他

45

発注側



４ー３．原価低減要請、協賛⾦等 利益提供要請を⾏う場合の⾃社の考え⽅（姿勢）

 利益提供要請を⾏う場合の⾃社の考え⽅（姿勢）について、全体では、「仕⼊先（発注先）が対応できなくても取引は継
続する」が5割強と最も⾼く、次いで「競争環境上できるだけ⾏うこととしている」が3割半ばとなっている。

 業種別にみると、製造業、卸・⼩売業は「仕⼊先（発注先）が対応できなくても取引は継続する」が、建設業は「取引の継
続を検討する上で重要視している」が最も⾼い。サービス業は、「競争環境上できるだけ⾏うこととしている」、「仕⼊先（発注
先）が対応できなくても取引は継続する」が同率で最も⾼くなった。

発注側 利益提供要請を⾏う場合の⾃社の考え⽅（姿勢） [複数回答]

46

発注側

競争環境上

できるだけ行うこととしている

コロナが終わったことから

再開した

仕入先（発注先）が

対応できなくても取引は継続す

る

取引の継続を検討する上で

重要視している

自社の数値目標を

達成するために行っている

その他

33.8

5.7

52.9

27.4

17.8

10.8

24.1

10.3

44.8

39.7

13.8

15.5

50.0

7.1

50.0

21.4

35.7

7.1

100.0

50.0

23.1

30.8

46.2

7.7

7.7

43.6

67.3

9.1

23.6

10.9

50.0

75.0

27.3

18.2

63.6

27.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%



４ー３．原価低減要請、協賛⾦等 利益提供要請を⾏うにあたって仕⼊先のために実施した⾏為

 利益提供要請を⾏うにあたって仕⼊先のために実施した⾏為について、全体では、「仕⼊先（発注先）と⼗分な
協議を⾏った」が7割強と最も⾼く、次いで「発注量を増加する等、別の形で適正なコストを負担した」となった。

 業種別にみると、いずれの業種も「仕⼊先（発注先）と⼗分な協議を⾏った」が最も⾼くなっている。また、卸・⼩売業
は「発注量を増加する等、別の形で適正なコストを負担した」が5割弱、建設業は「利益提供要請を⾏うにあたって書
⾯等により合理的な説明を⾏った」が約3割で、⽐較的⾼くなっている。

発注側 利益提供要請を⾏うにあたって仕⼊先のために実施した⾏為 [複数回答]

47

発注側

発注量を増加する等、

別の形で適正なコストを負担した

利益提供要請を

行うにあたって書面等により

合理的な説明を行った

仕入先（発注先）と

十分な協議を行った

何も実施していない

その他

35.4

24.1

70.3

5.1

2.5

31.0

13.8

67.2

6.9

3.4

35.7

7.1

71.4

7.1

0.0

0.0

50.0

100.0

0.0

0.0

15.4

30.8

53.8

7.7

0.0

48.2

33.9

80.4

3.6

3.6

0.0

25.0

75.0

0.0

0.0

36.4

36.4

45.5

0.0

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%



４ー３．原価低減要請、協賛⾦等 ⾦銭、役務等の利益提供要請の際の書⾯による合意形成

 ⾦銭、役務等の利益提供要請の際の書⾯による合意形成について、全体では、『合意した（100％〜81％）』が
5割強となった。

発注側 ⾦銭、役務等の利益提供要請の際の書⾯による合意形成 [単⼀回答]

N=

全体 151

製造業 55

サービス業 14

情報サービス業 2

建設業 13

卸・小売業 54

運送業 3

その他 10

33.8

34.5

14.3

0.0

23.1

44.4

0.0

30.0

18.5

16.4

0.0

50.0

30.8

18.5

100.0

10.0

19.2

23.6

28.6

0.0

15.4

11.1

0.0

40.0

17.2

16.4

28.6

50.0

7.7

18.5

0.0

10.0

11.3

9.1

28.6

0.0

23.1

7.4

0.0

10.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

48

全ての仕入先（発注先）と書面等により合意した（100%） 多くの仕入先（発注先）と書面等により合意した（99～81%）

一部の仕入先（発注先）と書面等により合意した（80～41%） 書面等による合意はあまり実施しなかった（40～1%）

書面等による合意はあまり実施しなかった（40～1%）

※『合意した（100％〜81％）』は、「全ての仕⼊先（発注先）と書⾯等により合意した（100%）」、「多くの仕⼊先（発注先）と書⾯等により合意した（99〜81%）」の割合の合計値。

発注側



４ー４．⽀払い条件 仕⼊先との取引における現⾦払いの割合

 仕⼊先との取引における現⾦払いの割合について、全体では、「全て現⾦払い（100%）」が7割強と最も⾼く
なった。

 業種別にみると、情報サービス業は「全て現⾦払い（100%）」が9割半ばと⾼くなっている。⼀⽅、製造業は6割強
と低い。

発注側 仕⼊先との取引における現⾦払いの割合 [単⼀回答]

N=

全体 7,083

製造業 3,905

サービス業 1,067

情報サービス業 352

建設業 390

卸・小売業 576

運送業 204

その他 561

70.8

60.4

88.7

94.3

71.0

71.5

91.2

86.8

11.1

14.0

4.3

2.6

19.7

10.1

5.4

5.7

4.4

6.3

0.9

0.0

4.6

4.7

1.0

1.2

3.0

4.2

1.4

0.9

1.5

3.1

1.5

0.5

2.1

2.7

1.4

0.3

0.8

2.3

0.5

1.2

8.7

12.4

3.3

2.0

2.3

8.3

0.5

4.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

49

全て現金払い（100%） 現金は50％以上 現金は30～50％未満 現金は10～30％未満

現金は10％未満 全て手形等の支払い（現金0％）

発注側



４ー４．⽀払い条件 現⾦以外での⽀払いで最も多い⽀払い⼿段

 現⾦以外での⽀払いで最も多い⽀払い⼿段について、全体では、「電⼦債権」が5割強と⾼くなった。
 業種別にみると、建設業は「約束⼿形」が6割強と⾼くなっている。⼀⽅、卸・⼩売業は「電⼦債権」が6割弱と⾼い。

発注側 現⾦以外での⽀払いで最も多い⽀払い⼿段 [単⼀回答]

N=

全体 1,966

製造業 1,469

サービス業 116

情報サービス業 20

建設業 110

卸・小売業 152

運送業 17

その他 70

38.1

35.7

47.4

35.0

60.9

30.9

52.9

48.6

52.1

56.4

25.9

35.0

35.5

57.2

23.5

34.3

5.4

5.1

12.1

15.0

0.0

5.9

11.8

2.9

4.4

2.9

14.7

15.0

3.6

5.9

11.8

14.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

約束手形 電子債権 一括決済方式（ファクタリング） その他

50

発注側

※ その他の回答の例︓「クレジットカード」、「⼩切⼿」、「請求額によって⽀払い⼿段を変えている」、「お互いの商品・サービスの売買による相殺」、「為替⼿形」



４ー４．⽀払い条件 ⼿形等のサイト

 下請代⾦を⼿形等で⽀払っている場合の⼿形等のサイトについて、全体では、『60⽇(2ヶ⽉)以内』が3割半ばとなった。
 業種別にみると、情報サービス業は『60⽇(2ヶ⽉)以内』が5割と⾼くなっている。⼀⽅、製造業、建設業は3割半ばと低い。

発注側 下請代⾦を⼿形等で⽀払っている場合の⼿形等のサイト [単⼀回答]

N=

全体 1,924

製造業 1,451

サービス業 100

情報サービス業 20

建設業 109

卸・小売業 147

運送業 17

その他 67

4.8

2.6

22.0

15.0

0.9

14.3

11.8

7.5

32.0

32.9

22.0

35.0

34.9

29.3

35.3

29.9

24.7

23.0

29.0

35.0

31.2

28.6

23.5

34.3

31.5

33.9

20.0

15.0

28.4

23.8

23.5

22.4

7.0

7.6

7.0

0.0

4.6

4.1

5.9

6.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

30日(1ヶ月)以内 60日(2ヶ月)以内 90日(3ヶ月)以内 120日(4ヶ月)以内 120日(4ヶ月)超

51
※『60⽇(2ヶ⽉)以内』は、「30⽇(1ヶ⽉)以内」、「60⽇(2ヶ⽉)以内」の割合の合計値。

発注側



４ー４．⽀払い条件 ⼿形等のサイトを60⽇以内に変更する予定

 ⼿形等のサイトを60⽇以内に変更する予定について、全体では、「今年（2024年）の11⽉までに60⽇以内に変
更予定」が3割強となった。

 業種別にみると、建設業は「今年(2024年)の11⽉までに60⽇以内に変更予定」が4割強と⾼くなっている。

発注側 サイトを60⽇以内に変更する予定 [単⼀回答]

N=

全体 1,497

製造業 1,142

サービス業 67

情報サービス業 13

建設業 89

卸・小売業 106

運送業 15

その他 54

31.8

32.8

22.4

7.7

43.8

23.6

20.0

25.9

42.4

42.2

40.3

53.8

37.1

45.3

40.0

46.3

25.8

25.0

37.3

38.5

19.1

31.1

40.0

27.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今年（2024年）の11月までに60日以内に変更予定 時期は未定だが、60日以内に変更予定 60日以内に変更する予定はない

52

発注側



４ー４．⽀払い条件 ⽀払⽅法変更における⼿数料分や⾦利分の扱い

 ⽀払⽅法変更における⼿数料分や⾦利分の扱いについて、全体では、「現⾦払いに変更した場合の振込⼿数料分は⾃社が負担して
いる」が5割半ばで最も⾼く、次いで「現⾦以外の⼿法を⽤いる事で発⽣する料⾦（電債利⽤の⼿数料等）分を⾃社が負担している」
が4割強、「サイト短縮を⾏った際、⾦額は変更しなかった」が約3割となった。

 業種別にみると、いずれの業種も「現⾦払いに変更した場合の振込⼿数料分は⾃社が負担している」が最も⾼くなっている。また、製造
業、情報サービス業、卸・⼩売業は、「現⾦以外の⼿法を⽤いる事で発⽣する料⾦（電債利⽤の⼿数料等）分を⾃社が負担してい
る」が4割半ばで⽐較的⾼くなっている。全体の結果と同様、各業種個別にみても悪状況を⽰す回答の割合が⽐較的⾼くなった。

発注側 ⽀払⽅法変更における⼿数料分や⾦利分の扱い [複数回答]
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※回答について業種ごとにヒートマップにて表⽰。（「⾚＝割合が⾼い」〜「⻘＝割合が低い」となっている）

発注側

7業種比較

その他

手形等で長
いサイトへの
変更をした
が金額は変
更しなかった

手形等で長
いサイトへの
変更をした
際に額を一
定額割り増し
た

サイト短縮を
行った際、従
来より早期
の支払いと
なることを踏
まえ一定金
額分を差し
引いた

サイト短縮を
行った際、金
額は変更し
なかった

現金以外の
手法を用い
る事で発生
する料金（電
債利用の手
数料等）分は
相手が負担
している

現金以外の
手法を用い
る事で発生
する料金（電
債利用の手
数料等）分を
自社が負担
している

現金払いに
変更した場
合の振込手
数料分は相
手が負担し
ている（支払
額から差引
等）

現金払いに
変更した場
合の振込手
数料分は自
社が負担し
ている

6.62.20.21.430.310.742.320.455.9全体(N=1,849)

6.52.40.21.332.811.844.121.056.4製造業(N=1,398)

5.01.00.01.011.08.032.019.060.0サービス業(N=100)

5.60.00.00.016.75.644.45.650.0情報サービス業(N=18)

6.71.00.00.026.95.833.728.855.8建設業(N=104)

6.41.40.04.329.36.445.013.647.1卸・小売業(N=140)

0.06.30.00.012.56.318.86.368.8運送業(N=16)

11.11.60.00.020.66.334.915.958.7その他(N=63)



４ー４．⽀払い条件 約束⼿形利⽤廃⽌への取組が閣議決定されている事の認知度

 約束⼿形利⽤廃⽌への取組が閣議決定されている事の認知度について、全体では、「知っていた」が9割強、「知らな
かった」が１割に満たなかった。

 業種別にみると、サービス業は「知っていた」が7割強と低い。

発注側 約束⼿形利⽤廃⽌への取組が閣議決定されている事の認知度 [単⼀回答]

N=

全体 1,973

製造業 1,489

サービス業 109

情報サービス業 18

建設業 109

卸・小売業 150

運送業 17

その他 69

91.0

92.9

72.5

88.9

88.1

90.0

82.4

88.4

9.0

7.1

27.5

11.1

11.9

10.0

17.6

11.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

知っていた 知らなかった
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発注側



４ー４．⽀払い条件 約束⼿形の利⽤廃⽌予定

 約束⼿形の利⽤廃⽌予定について、全体では、「2026年までに利⽤を廃⽌する予定」が3割半ば⾼くなった。
 業種別にみると、建設業は「2026年までに利⽤を廃⽌する予定」が４割強と⾼くなっている

発注側 約束⼿形の利⽤廃⽌予定 [単⼀回答]

N=

全体 1,917

製造業 1,457

サービス業 99

情報サービス業 17

建設業 106

卸・小売業 145

運送業 16

その他 65

36.7

37.0

30.3

23.5

40.6

35.2

31.3

43.1

22.1

21.9

26.3

17.6

26.4

17.2

25.0

24.6

17.7

18.4

15.2

23.5

10.4

17.9

18.8

13.8

3.6

2.7

11.1

5.9

5.7

4.1

18.8

3.1

19.9

20.0

17.2

29.4

17.0

25.5

6.3

15.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

55

2026年までに利用を廃止する予定 時期は未定だが、利用を廃止する予定 利用の廃止に向けて検討中

利用の廃止予定はない 約束手形以外を利用している

発注側



４ー４．⽀払い条件 約束⼿形の利⽤の廃⽌をする予定がない理由

 約束⼿形の利⽤の廃⽌をする予定がない理由について、全体では、「資⾦繰りがつかないため」が３割弱と最も⾼く、
次いで「資⾦繰りに⽀障はないが、⼿元資⾦に余裕を持たせたいため」、「仕⼊先（発注先）から依頼されていないた
め」が2割半ばとなった。

 業種別にみると、製造業は「仕⼊先（発注先）が電⼦的決済⼿段（約束⼿形で⽀払われるため）に対応しないた
め」が、サービス業は「資⾦繰りがつかないため」が最も⾼くなっている。

発注側 約束⼿形の利⽤の廃⽌をする予定がない理由 [複数回答]

56

※回答について業種ごとにヒートマップにて表⽰。（「⾚＝割合が⾼い」〜「⻘＝割合が低い」となっている）

発注側

7業種比較

その他
これまでの慣
習を変えるの
は手間なため

電子債権等の
電子的決済手
段に移行して
も約束手形と
何ら変わらな
いと感じてい
るため

約束手形での
支払いを希望
されているた
め

仕入先（発注
先）から依頼
されていない
ため

電子的決済手
段と比べ、約
束手形の方が
利便性が高い
ため

仕入先（発注
先）が電子的
決済手段（約
束手形で支払
われるため）
に対応しない
ため

電子的決済手
段を自ら使用
することが難
しいため

資金繰りに支
障はないが、
手元資金に余
裕を持たせた
いため

資金繰りがつ
かないため

10.115.98.713.024.610.120.311.624.627.5全体(N=69)

15.015.010.010.027.55.030.012.522.522.5製造業(N=40)

0.09.19.127.318.29.118.29.127.345.5サービス業(N=11)

0.00.00.00.00.0100.00.00.00.0100.0情報サービス業(N=1)

16.733.30.016.70.016.70.00.033.333.3建設業(N=6)

0.033.316.70.050.00.00.016.716.733.3卸・小売業(N=6)

0.00.00.033.333.333.30.00.033.30.0運送業(N=3)

0.00.00.00.00.050.00.050.050.00.0その他(N=2)



４ー５．知的財産等への対応 知的財産等を扱う取引の割合

 知的財産等を扱う取引の割合について、全体では、『取引がある（100％〜81％）』が1割強となった。
 業種別にみると、情報サービス業は『取引がある（100％〜81％）』が3割弱と⾼くなっている。

発注側 知的財産等を扱う取引の割合 [単⼀回答]

N=

全体 6,831

製造業 3,743

サービス業 1,040

情報サービス業 348

建設業 378

卸・小売業 557

運送業 202

その他 543

4.8

4.6

4.1

15.2

4.5

4.8

1.5

2.4

6.0

6.8

3.4

13.8

3.7

5.7

3.0

3.9

12.8

15.0

9.4

19.8

8.5

8.8

2.5

10.5

20.8

24.6

14.2

13.8

21.4

23.5

9.9

11.8

55.6

49.1

68.8

37.4

61.9

57.1

83.2

71.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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全ての企業と知的財産等を扱う取引がある（100%） 多くの企業と知的財産等を扱う取引がある（99～81%）

一部の企業と知的財産等を扱う取引がある（80～41%） あまり知的財産等を扱う取引はない（40～1%）

知的財産等を扱う取引はない（0%）

※『取引がある（100％〜81％）』は、「全ての企業と知的財産等を扱う取引がある（100%）」、「多くの企業と知的財産等を扱う取引がある（99〜81%）」の割合の合計値。

発注側



４ー５．知的財産等への対応 知的財産権等を含む取引においての取組実施状況
 知的財産権等を含む取引においての取組実施状況について、全体では、『実施した（100％〜81％）』が5割半ばとなった。
 業種別にみると、情報サービス業は『実施した（100％〜81％）』が7割半ばと⾼くなっている。⼀⽅、建設業は4割弱と低い。

発注側 知的財産権等を含む取引において適正な取引を実現するための取組の実施状況 [単⼀回答]

N=

全体 2,946

製造業 1,859

サービス業 309

情報サービス業 214

建設業 138

卸・小売業 229

運送業 33

その他 149

38.2

37.7

37.2

61.7

20.3

31.4

27.3

41.6

16.5

16.8

16.2

14.0

17.4

19.7

18.2

12.1

16.8

16.4

18.4

12.6

23.2

17.5

15.2

16.8

20.1

20.9

16.5

8.4

30.4

22.3

27.3

20.1

8.4

8.1

11.7

3.3

8.7

9.2

12.1

9.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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全ての企業に実施した（100%） 多くの企業に実施した（99～81%） 一部の企業に実施した（80～41%）

あまり実施しなかった（40～1%） 全く実施しなかった（0%）

※『実施した（100％〜81％）』は、「全ての企業に実施した（100%）」、「多くの企業に実施した（99~81％）」の割合の合計値。

発注側



４ー５．知的財産等への対応 知的財産権等を含む取引を適正に⾏うための具体的な取組

 知的財産権等を含む取引を適正に⾏うための具体的な取組について、全体では、「双務的な秘密保持契約を締結している」が
7割強で最も⾼く、次いで「契約の締結に当たって、仕⼊先（発注先）と明⽰的に内容の協議を⾏っている」が5割強となった。

 業種別にみると、運送業を除く全ての業種で「双務的な秘密保持契約を締結している」が最も⾼い。

発注側 知的財産権等を含む取引を適正に⾏うための具体的な取組 [複数回答]

59

※回答について業種ごとにヒートマップにて表⽰。（「⾚＝割合が⾼い」〜「⻘＝割合が低い」となっている）

発注側

7業種比較

その他

仕入先（発注先）と
共同で開発した発
明等の権利の帰属
について、明示的に
協議の上決定して
いる

工場監査・品質保証
の際には、事前にそ
の個所を明示し、そ
の目的を達成する
ために必要な範囲
の確認にとどめて
いる

知的財産に対して
は適切に対価を支
払っている

秘密保持契約を締
結する前は、仕入先
（発注先）が有する
営業上の秘密を知
り得る行為をしない

契約の締結に当
たって、仕入先（発
注先）と明示的に内
容の協議を行って
いる

双務的な秘密保持
契約を締結してい
る

1.724.923.235.630.351.670.4全体(N=2,670)

1.728.430.934.134.150.673.6製造業(N=1,691)

1.815.97.439.124.752.465.3サービス業(N=271)

1.023.76.846.925.662.372.9情報サービス業(N=207)

2.413.511.934.118.342.942.9建設業(N=126)

2.020.814.429.722.851.567.3卸・小売業(N=202)

0.013.86.941.427.651.744.8運送業(N=29)

2.320.512.939.426.555.372.0その他(N=132)



４ー５．知的財産等への対応 知的財産権等を含む取引を適正に⾏うための取組を実施していない理由

 知的財産権等を含む取引を適正に⾏うための取組を実施していない理由について、全体では、「⾃社には、知的財
産権に係る適正な取引を実現するための取組を⾏う慣⾏がないため」が最も⾼く、次いで「仕⼊先（発注先）には、
知的財産権等が存在していないと考えているため」となっている。

 業種別にみると、建設業は「仕⼊先（発注先）には、知的財産権等が存在していないと考えているため」が5割半ば
と⾼く、サービス業、卸・⼩売業は「⾃社には、知的財産権に係る適正な取引を実現するための取組を⾏う慣⾏がない
ため」が4割を超えて⾼くなっている。

発注側 知的財産権等を含む取引を適正に⾏うための取組を実施していない理由 [複数回答]

60

発注側

仕入先（発注先）には、

知的財産権等が存在していないと

考えているため

自社には、知的財産権に係る

適正な取引を実現するための

取組を行う慣行がないため

自社に定型の契約書書式があり、

個別の契約変更には

応じていないため

知的財産取引に関する

ガイドライン・契約書の

ひな形の内容が、

全社的には浸透していないため

仕入先（発注先）から明示的に

配慮不要といわれているため

その他

34.6

35.0

6.4

16.2

8.5

12.8

34.5

33.1

8.3

15.9

8.3

16.6

35.3

44.1

17.6

11.8

5.9

28.6

42.9

28.6

54.5

36.4

9.1

9.1

35.3

41.2

5.9

17.6

5.9

25.0

25.0

25.0

25.0

28.6

21.4

7.1

21.4

14.3

14.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%



配慮している 配慮していない その他

４ー６．働き⽅改⾰への対応 仕⼊先の働き⽅に配慮した発注の実施状況

 仕⼊先の働き⽅に配慮した発注の実施状況について、全体では、「配慮している」が8割弱となった。
 業種別にみると、情報サービス業は「配慮している」が９割弱と⾼くなっている。⼀⽅、サービス業、卸・⼩売業は

7割半ばと低い。

発注側 仕⼊先の働き⽅に配慮した発注の実施状況 [単⼀回答]

N=

全体 6,497

製造業 3,675

サービス業 951

情報サービス業 334

建設業 336

卸・小売業 507

運送業 176

その他 491

79.7

81.2

74.3

89.5

81.8

75.1

83.0

73.7

17.2

15.8

22.8

7.8

15.8

20.5

13.1

22.4

3.1

3.0

2.8

2.7

2.4

4.3

4.0

3.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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発注側



４ー６．働き⽅改⾰への対応 働き⽅改⾰に関する対応で仕⼊先（発注先）に与えた影響

 働き⽅改⾰に関する対応で仕⼊先（発注先）に与えた影響について、全体では、「特に影響はない」が７割半ばと
最も⾼くなった。

 業種別にみると、いずれの業種も「特に影響はない」が最も⾼くなっている。特に、情報サービス業は8割強と⾼い。

発注側 働き⽅改⾰に関する対応の結果、仕⼊先（発注先）に対しての影響 [複数回答]

62

※回答について業種ごとにヒートマップにて表⽰。（「⾚＝割合が⾼い」〜「⻘＝割合が低い」となっている）

発注側

7業種比較

分からないその他
祝休日出勤の
増加

発注業務の拡
大・営業時間
の延長

従業員派遣を
要請

支払決済処理
のズレによる
入金の遅れ

検収の遅れ
短納期での発
注の増加

急な仕様変更
への対応の増
加

特に影響はな
い

12.90.92.62.50.60.72.36.94.775.2全体(N=6,928)

10.90.82.62.30.40.62.08.84.977.0製造業(N=3,836)

16.70.71.82.30.90.92.03.94.073.8サービス業(N=1,045)

9.50.93.53.50.60.01.22.64.081.2情報サービス業(N=346)

14.20.86.33.22.61.15.88.49.064.4建設業(N=379)

13.31.11.13.30.71.12.45.33.175.5卸・小売業(N=547)

19.71.53.93.01.00.51.02.03.968.0運送業(N=203)

19.21.52.01.70.40.72.93.34.271.3その他(N=543)



４ー６．働き⽅改⾰への対応 短納期発注などを⾏った場合のコスト負担状況

 直近１年間における、短納期発注などを⾏った場合のコスト負担状況について、全体では、『負担した（100％〜81％）』が6割
半ばとなった。

 業種別にみると、情報サービス業は『負担した（100％〜81％）』が8割強と⾼くなっている。⼀⽅、建設業は5割強と低い。

発注側 直近１年間における、短納期発注などを⾏った場合のコスト負担状況 [単⼀回答]

N=

全体 3,073

製造業 1,752

サービス業 451

情報サービス業 146

建設業 212

卸・小売業 214

運送業 96

その他 188

42.1

43.7

39.9

58.9

30.7

34.1

33.3

44.7

22.4

23.3

18.0

21.9

22.6

27.1

31.3

15.4

16.6

15.5

18.2

13.7

27.4

17.3

16.7

13.8

11.6

11.5

12.9

2.7

12.7

12.6

12.5

12.2

7.3

6.0

11.1

2.7

6.6

8.9

6.3

13.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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全ての仕入先（発注先）について適正コストを負担した（100％） 多くの仕入先（発注先）について適正コストを負担した（99～81％）

一部の仕入先（発注先）について適正コストを負担した（80～41％） 適正コストの負担はあまりしなかった（40～1％）

適正コストは全く負担しなかった（0％）

※『負担した（100％〜81％）』は、「全ての仕⼊先（発注先）について適正コストを負担した（100％）」、「多くの仕⼊先（発注先）について適正コストを負担した（99~81％）」の割合の合計値。

発注側



４ー７．型取引の適正化 仕⼊先（発注先）との型取引の状況（型取引の有無）

 仕⼊先（発注先）との型取引の状況（型取引の有無）について、全体では、 「型取引はない」が約7割となっている。
 型取引については、製造業を中⼼に分析すると、⾃動⾞・⾃動⾞部品製造業、機械製造業、電機・情報通信機

器製造業は「⾦型がある」が最も⾼くなっている。
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7業種（製造業内訳含む）比較

金
型
が
あ
る

木
型
が
あ
る

樹
脂
型
が
あ
る

治
具
が
あ
る

型
取
引
は
な
い

全体
(N=6,378)

24.8 12.3 7.7 12.4 69.9

自動車・自動車部品製造業
(N=500)

74.8 20.0 25.6 51.6 22.4

機械製造業
(N=298)

49.0 44.3 17.1 28.5 36.6

電機・情報通信機器製造業
(N=209)

67.5 28.2 21.5 43.1 28.7

パルプ・紙・紙加工品製造業
(N=214)

14.5 44.9 13.6 2.3 46.3

化学産業
(N=295)

34.6 11.9 6.1 9.5 62.7

その他の製造業
(N=1,938)

33.0 15.9 10.0 13.9 59.0

その他
(N=2,900)

4.6 1.7 0.9 1.6 94.5

発注側 仕⼊先（発注先）との型取引の状況（型取引の有無） [複数回答]

※集計表では、回答について業種ごとにヒートマップにて表⽰。（「⾚＝割合が⾼い」〜「⻘＝割合が低い」となっている）



４ー７．型取引の適正化 型取引のある仕⼊先（発注先）の数

 型取引の有無に関する設問で「型取引はない」以外を回答した企業に対し、型取引のある仕⼊先（発注先）の数に
ついて質問したところ、全体では、『型取引がある（100％〜81％）』が1割弱となった。

 業種別では⾃動⾞・⾃動⾞部品製造業は2割弱と⽐較的⾼くなっている。次いで、パルプ・紙・紙加⼯品製造業が1割
強と⾼い。

発注側 型取引のある仕⼊先（発注先）の数 [単⼀回答]
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全ての仕入先（発注先）で型取引がある（100%） 多くの仕入先（発注先）で型取引がある（99～81%）

一部の仕入先（発注先）で型取引がある（80～41%） 型取引のある仕入先（発注先）は少ない（40～1%）

発注側

N=

全体 1,839

自動車・自動車部品製造業 381

機械製造業 181

電機・情報通信機器製造業 144

パルプ・紙・紙加工品製造業 105

化学産業 110

その他の製造業 752

その他 151

1.8

3.1

1.1

1.4

1.9

1.8

0.9

4.6

7.0

15.2

1.1

4.9

10.5

3.6

4.7

7.3

30.0

38.6

23.2

22.9

31.4

22.7

30.7

27.2

61.2

43.0

74.6

70.8

56.2

71.8

63.7

60.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

※『型取引がある（100％〜81％）』は、「全ての仕⼊先（発注先）で型取引がある（100%）」、「多くの仕⼊先（発注先）で型取引がある（99~81％）」の割合の合計値。



４ー７．型取引の適正化 型管理の取組実施状況【書⾯等による取引条件の明確化】

 書⾯等による取引条件の明確化について、全体では、『実施した（100％〜81％）』が5割半ばとなった。
 業種別では電機・情報通信機器製造は『実施した（100％〜81％）』が7割半ばと⾼くなっている。

発注側 書⾯等による取引条件の明確化 [単⼀回答]

66

全ての企業に実施した（100%） 多くの企業に実施した（99～81%） 一部の企業に実施した（80～41%）

あまり実施しなかった（40～1%） 実施しなかった（0%）

※『実施した（100％〜81％）』は、「全ての企業に実施した（100%）」、「多くの企業に実施した（99~81％）」の割合の合計値。

発注側

N=

全体 1,831

自動車・自動車部品製造業 383

機械製造業 181

電機・情報通信機器製造業 145

パルプ・紙・紙加工品製造業 104

化学産業 107

その他の製造業 751

その他 144

44.7

49.6

49.2

66.2

35.6

53.3

37.3

43.1

12.2

13.8

12.7

9.0

8.7

11.2

13.0

9.7

13.9

15.9

10.5

11.0

11.5

8.4

15.6

13.2

13.8

10.2

13.8

5.5

19.2

13.1

16.6

13.2

15.3

10.4

13.8

8.3

25.0

14.0

17.4

20.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%



４ー７．型取引の適正化 型管理の取組実施状況【代⾦や製作費の早期⽀払】

 代⾦や製作費の早期⽀払について、全体では、『実施した（100％〜81％）』が7割半ばとなった。
 業種別では、電機・情報通信機器製造は『実施した（100％〜81％）』が8割強となり⽐較的⾼くなっている。

発注側 型代⾦⼜は型製作費の早期の⽀払い [単⼀回答]
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全ての企業に実施した（100%） 多くの企業に実施した（99～81%） 一部の企業に実施した（80～41%）

あまり実施しなかった（40～1%） 実施しなかった（0%）

※『実施した（100％〜81％）』は、「全ての企業に実施した（100%）」、「多くの企業に実施した（99~81％）」の割合の合計値。

発注側

N=

全体 1,837

自動車・自動車部品製造業 381

機械製造業 182

電機・情報通信機器製造業 146

パルプ・紙・紙加工品製造業 109

化学産業 107

その他の製造業 752

その他 144

64.1

66.9

68.1

74.0

71.6

68.2

58.6

63.2

10.2

7.3

8.2

8.2

12.8

13.1

11.6

9.0

7.1

7.3

6.0

4.1

2.8

4.7

8.9

6.3

6.9

9.2

5.5

4.8

3.7

1.9

7.6

6.3

11.7

9.2

12.1

8.9

9.2

12.1

13.3

15.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%



４ー７．型取引の適正化 型管理の取組実施状況【量産終了後の型保管費の⽀払】

 量産終了後の型保管費の⽀払について、全体では、『実施した（100％〜81％）』が4割強となった。
 業種別では、電機・情報通信機器製造は『実施した（100％〜81％）』が6割半ばと⾼くなっている。

発注側 量産終了後の型の保管費⽤の⽀払い [単⼀回答]
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全ての企業に実施した（100%） 多くの企業に実施した（99～81%） 一部の企業に実施した（80～41%）

あまり実施しなかった（40～1%） 実施しなかった（0%）

※『実施した（100％〜81％）』は、「全ての企業に実施した（100%）」、「多くの企業に実施した（99~81％）」の割合の合計値。

発注側

N=

全体 1,785

自動車・自動車部品製造業 378

機械製造業 176

電機・情報通信機器製造業 136

パルプ・紙・紙加工品製造業 107

化学産業 100

その他の製造業 734

その他 138

31.4

32.5

33.0

52.9

35.5

35.0

25.5

31.2

9.6

10.3

10.2

12.5

4.7

11.0

9.4

8.7

10.5

16.9

14.8

9.6

2.8

5.0

8.7

8.0

13.7

16.1

11.9

5.1

15.0

10.0

16.3

7.2

34.8

24.1

30.1

19.9

42.1

39.0

40.1

44.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%



４ー７．型取引の適正化 型管理の取組実施状況【不要な型の廃棄費⽤の⽀払】

 不要な型の廃棄費⽤の⽀払について、全体では、『実施した（100％〜81％）』が5割強となった。
 業種別では、電機・情報通信機器製造は『実施した（100％〜81％）』が7割半ばと⾼くなっている。

発注側 不要な型の廃棄費⽤の⽀払い [単⼀回答]

69

全ての企業に実施した（100%） 多くの企業に実施した（99～81%） 一部の企業に実施した（80～41%）

あまり実施しなかった（40～1%） 実施しなかった（0%）

※『実施した（100％〜81％）』は、「全ての企業に実施した（100%）」、「多くの企業に実施した（99~81％）」の割合の合計値。

発注側

N=

全体 1,796

自動車・自動車部品製造業 380

機械製造業 177

電機・情報通信機器製造業 137

パルプ・紙・紙加工品製造業 107

化学産業 103

その他の製造業 738

その他 138

41.4

42.4

48.0

66.4

30.8

43.7

37.3

35.5

8.8

9.5

10.2

8.0

3.7

9.7

9.6

5.1

8.0

8.2

8.5

5.8

11.2

7.8

7.5

9.4

11.1

11.8

9.6

3.6

15.0

8.7

12.7

8.0

30.7

28.2

23.7

16.1

39.3

30.1

32.9

42.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%



４ー７．型取引の適正化 取引⾦額が最も⼤きい仕⼊先との間の「型」の所有権状況

 取引⾦額が最も⼤きい仕⼊先との間の「型」の所有権状況について、全体では、「⾃社」が6割強と最も⾼くなった。
 業種別では、機械製造業、電機・情報通信機器製造は「⾃社」が8割を超えて⾼くなっている。

発注側 取引⾦額が最も⼤きい仕⼊先との間の「型」の所有権状況 [単⼀回答]

自社 仕入先（発注先） 不明 その他
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発注側

N=

全体 1,799

自動車・自動車部品製造業 379

機械製造業 177

電機・情報通信機器製造業 142

パルプ・紙・紙加工品製造業 103

化学産業 105

その他の製造業 737

その他 142

63.0

55.7

83.6

81.0

66.0

55.2

61.5

49.3

22.8

31.7

10.2

8.5

23.3

23.8

22.5

31.0

3.3

1.3

1.1

1.4

3.9

5.7

4.2

6.3

10.9

11.3

5.1

9.2

6.8

15.2

11.8

13.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%



取引条件改善状況調査
⾃主⾏動計画フォローアップ調査

５．受注側調査結果
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５ー１．販売先情報 取引先との契約書等の書⾯の有無

 取引先との契約書等の書⾯の有無について、全体では、「存在する」が7割弱と⾼くなった。
 業種別にみると、情報サービス業は「存在する」が9割弱と⾼くなっている。⼀⽅、卸・⼩売業は6割弱と低い。

受注側 取引先との契約書等の書⾯の有無 [単⼀回答]

N=

全体 26,772

製造業 10,723

サービス業 2,608

情報サービス業 1,238

建設業 4,021

卸・小売業 3,233

運送業 1,114

その他 3,496

68.6

68.7

66.3

89.2

73.9

58.5

68.9

66.5

22.7

21.7

24.8

8.4

20.3

31.6

21.7

23.6

8.7

9.6

8.9

2.4

5.9

9.9

9.3

9.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

存在する 存在しない 分からない

72

受注側



５ー１．販売先情報 販売先の呼び⽅

 販売先の呼び⽅について、全体では、「取引先（企業・会社）」が6割弱と最も⾼くなった。
 業種別にみると、いずれの業種も「取引先（企業・会社）」が最も⾼くなった。

受注側 販売先の呼び⽅ [単⼀回答]
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受注側

※回答について業種ごとにヒートマップにて表⽰。（「⾚＝割合が⾼い」〜「⻘＝割合が低い」となっている）

7業種比較

その他
協力企業・会
社

パートナー企
業・会社

発注元（企
業・会社）

販売先企業・
会社

委託元（企
業・会社）

お客様親会社・企業
取引先（企
業・会社）

3.01.91.65.52.41.421.25.257.7全体(N=26,988)

1.91.21.03.62.10.921.36.661.3製造業(N=10,807)

3.92.53.06.41.52.623.53.952.6サービス業(N=2,632)

2.41.76.57.61.43.415.22.859.0情報サービス業(N=1,248)

2.33.30.713.00.90.716.64.957.6建設業(N=4,041)

3.30.81.42.25.80.717.54.164.1卸・小売業(N=3,257)

3.05.11.32.10.72.421.78.555.2運送業(N=1,122)

6.71.81.95.23.62.429.03.546.0その他(N=3,532)



５ー２．価格決定⽅法 販売先が協議に応じたか【コスト全般の変動】

 コスト全般の変動に関する協議について、全体では、『協議を⾏った（販売先からの申し出＋⾃社からの申し出）』が8割半ば
となった。

 業種別にみると、全ての業種で『協議を⾏った（販売先からの申し出＋⾃社からの申し出）』が8割を超えとなっている。

受注側 コスト全般の変動 [単⼀回答]

N=

全体 18,953

製造業 8,621

サービス業 1,565

情報サービス業 835

建設業 2,700

卸・小売業 2,304

運送業 831

その他 1,836

19.7

18.3

20.8

24.7

25.1

11.8

25.8

22.5

1.5

1.4

2.0

1.7

1.4

1.2

0.5

2.3

66.3

68.3

61.4

59.3

60.3

77.0

60.8

61.8

4.6

4.5

5.1

3.8

5.6

3.1

6.4

4.2

7.9

7.5

10.6

10.5

7.6

6.9

6.6

9.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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販売先から申し出があり協議を行った 販売先から申し出があったが協議を行わなかった

自社から申し出を行い協議に応じてくれた 自社から申し出を行ったが協議に応じてくれなかった

協議を申し入れることができなかった

※『協議を⾏った（販売先からの申し出＋⾃社からの申し出）』は、「販売先から申し出があり協議を⾏った」、「⾃社から申し出を⾏い協議に応じてくれた」の割合の合計値。

受注側



５ー２．価格決定⽅法 販売先が協議に応じたか【労務費の変動】

 労務費の変動に関する協議について、全体では、『協議を⾏った（販売先からの申し出＋⾃社からの申し出）』が7割半ばと
なった。

 業種別にみると、全ての業種で『協議を⾏った（販売先からの申し出＋⾃社からの申し出）』が7割を超え⾼くなっている。

受注側 労務費の変動 [単⼀回答]

N=

全体 14,990

製造業 6,907

サービス業 1,188

情報サービス業 749

建設業 2,295

卸・小売業 1,586

運送業 700

その他 1,357

15.8

14.7

17.1

19.0

18.9

9.5

21.3

18.1

1.4

1.4

1.3

1.2

1.5

0.8

1.0

2.0

59.4

58.8

56.6

59.5

58.8

67.7

58.6

56.3

6.5

6.6

6.1

5.2

7.5

5.2

7.4

6.3

16.9

18.5

18.9

15.1

13.3

17.0

11.7

17.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

75

販売先から申し出があり協議を行った 販売先から申し出があったが協議を行わなかった

自社から申し出を行い協議に応じてくれた 自社から申し出を行ったが協議に応じてくれなかった

協議を申し入れることができなかった

※『協議を⾏った（販売先からの申し出＋⾃社からの申し出）』は、「販売先から申し出があり協議を⾏った」、「⾃社から申し出を⾏い協議に応じてくれた」の割合の合計値。

受注側



５ー２．価格決定⽅法 販売先が協議に応じたか【原材料価格の変動】

 原材料価格の変動に関する協議について、全体では、『協議を⾏った（販売先からの申し出＋⾃社からの申し出）』が8割半
ばとなった。

 業種別にみると、製造業、卸・⼩売業は『協議を⾏った（販売先からの申し出＋⾃社からの申し出）』が8割半ばと⾼くなって
いる。⼀⽅、情報サービス業は7割強と⽐較的低い。

受注側 原材料価格の変動 [単⼀回答]

N=

全体 16,730

製造業 7,794

サービス業 1,335

情報サービス業 457

建設業 2,490

卸・小売業 2,106

運送業 701

その他 1,596

17.9

17.2

16.6

17.9

21.6

12.2

23.7

21.2

1.9

1.6

2.2

1.1

2.1

1.5

1.1

2.8

66.3

69.4

63.1

52.5

61.0

74.6

56.5

60.3

4.5

3.6

5.1

5.7

6.1

3.8

8.3

4.6

9.5

8.2

13.0

22.8

9.2

7.9

10.4

11.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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販売先から申し出があり協議を行った 販売先から申し出があったが協議を行わなかった

自社から申し出を行い協議に応じてくれた 自社から申し出を行ったが協議に応じてくれなかった

協議を申し入れることができなかった

※『協議を⾏った（販売先からの申し出＋⾃社からの申し出）』は、「販売先から申し出があり協議を⾏った」、「⾃社から申し出を⾏い協議に応じてくれた」の割合の合計値。

受注側



５ー２．価格決定⽅法 販売先が協議に応じたか【エネルギー価格の変動】

 エネルギー価格の変動に関する協議について、全体では、『協議を⾏った（販売先からの申し出＋⾃社からの申し出）』が7割
半ばとなった。

 業種別にみると、卸・⼩売業、運送業は『協議を⾏った（販売先からの申し出＋⾃社からの申し出）』が8割弱と⾼くなってい
る。⼀⽅、情報サービス業は6割強と⽐較的低い。

受注側 エネルギー価格の変動 [単⼀回答]

N=

全体 14,498

製造業 6,977

サービス業 1,118

情報サービス業 361

建設業 2,070

卸・小売業 1,738

運送業 679

その他 1,351

16.5

15.9

16.5

16.3

18.9

10.9

24.3

19.2

2.1

1.8

2.7

1.9

2.4

1.5

1.0

2.9

58.8

60.5

53.9

47.1

55.8

66.9

53.8

53.7

6.0

5.6

5.9

6.1

8.0

4.8

8.5

5.6

16.6

16.1

21.0

28.5

14.9

15.9

12.4

18.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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販売先から申し出があり協議を行った 販売先から申し出があったが協議を行わなかった

自社から申し出を行い協議に応じてくれた 自社から申し出を行ったが協議に応じてくれなかった

協議を申し入れることができなかった

※『協議を⾏った（販売先からの申し出＋⾃社からの申し出）』は、「販売先から申し出があり協議を⾏った」、「⾃社から申し出を⾏い協議に応じてくれた」の割合の合計値。

受注側



５ー２．価格決定⽅法 販売先が協議に応じてくれた理由

 販売先が協議に応じてくれた理由について、全体では、「これまでも定期的に協議に応じていたため」が4割強と最も
⾼く、次いで「ニュース等の報道等から販売先との協議に取り組む必要を感じたため」が4割弱となった。

 業種別にみると、情報サービス業は「これまでも定期的に協議に応じていたため」が6割強で特に⾼くなっている。
受注側 販売先が協議に応じてくれた理由 [複数回答]
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※回答について業種ごとにヒートマップにて表⽰。（「⾚＝割合が⾼い」〜「⻘＝割合が低い」となっている）

受注側

7業種比較

その他

価格交渉促
進月間等の
政府の動き
を活用した
申入れに効
果があった
ため

貴社から強
い要望（何度
も要望）が
あったため

中長期的な
競争力強化・
サプライ
チェーンの強
化を意識し
ているため

これまでも
定期的に協
議に応じて
いたため

販売先の取
引先も協議
に応じてくれ
たため

販売先の経
営層から対
応するよう
指示があっ
たため

販売先の業
績が上がり
協議に応じ
る余裕が生
まれたため

同業他社が
販売先と協
議を実施し
ているため

行政・業界団
体等からの
要請があっ
たため

ニュース等の
報道等から
販売先との
協議に取り
組む必要を
感じたため

3.82.315.08.340.820.16.43.721.310.639.1全体(N=13,478)

3.62.917.210.239.019.88.04.021.812.640.0製造業(N=6,352)

4.42.211.24.538.820.44.54.117.07.840.4サービス業(N=1,057)

3.42.112.810.762.119.56.56.314.210.028.0情報サービス業(N=522)

2.72.310.74.540.219.74.14.122.810.439.0建設業(N=1,840)

3.90.913.48.044.624.84.72.225.25.737.3卸・小売業(N=1,789)

3.42.518.28.938.415.510.23.222.217.241.1運送業(N=528)

5.91.815.36.540.017.13.92.417.88.641.0その他(N=1,193)



５ー２．価格決定⽅法 販売先が協議に応じてくれなかった理由

 販売先が協議に応じてくれなかった理由について、全体では、「販売先が想定している予算内での対応が難しいため」
が4割半ばで最も⾼く、次いで「販売先の取引先も価格転嫁に応じてくれないため（最終製品の価格転嫁が進まない
ため）」が4割強となった。

 業種別にみると、製造業、卸・⼩売業は「販売先の取引先も価格転嫁に応じてくれないため（最終製品の価格転嫁
が進まないため）」が最も⾼く、サービス業、情報サービス業、建設業、運送業は「販売先が想定している予算内での
対応が難しいため」が最も⾼くなっている。

受注側 販売先が協議に応じてくれなかった理由 [複数回答]
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※回答について業種ごとにヒートマップにて表⽰。（「⾚＝割合が⾼い」〜「⻘＝割合が低い」となっている）

受注側

7業種比較

その他

定期的な協
議は行って
いないため
（サイクルが
長いため）

貴社から協
議を求めら
れなかった
ため

販売先の経
営層から対
応するよう
指示がない
ため

今後、取引中
止や仕入先
変更を検討
されている
ため

販売先の社
内体制上、交
渉へ対応す
る人的な余
力がなかっ
たため

販売先との
間では協議
を要しない
仕組みが導
入されてい
るため（相見
積もり対応・
フォーミュラ
等）

販売先が交
渉の必要性
を感じてい
ないため

販売先が想
定している
予算内での
対応が難し
いため

販売先の取
引先も価格
転嫁に応じ
てくれない
ため（最終製
品の価格転
嫁が進まな
いため）

販売先の業
績が悪化し
ているため

5.06.92.012.411.66.87.018.544.741.218.3全体(N=1,270)

6.77.81.713.213.07.06.717.038.948.219.9製造業(N=599)

2.08.94.08.913.96.96.916.847.532.718.8サービス業(N=101)

0.07.34.917.17.37.37.324.465.934.119.5情報サービス業(N=41)

2.74.91.812.65.88.18.117.057.830.513.9建設業(N=223)

3.73.73.710.111.01.84.621.136.748.622.0卸・小売業(N=109)

5.67.00.09.912.75.69.923.949.332.412.7運送業(N=71)

7.57.50.914.013.17.55.621.543.930.815.9その他(N=107)



５ー２．価格決定⽅法 価格交渉における協議状況【販売先からの価格決定理由の説明状況】

 協議時における販売先からの価格決定理由の説明状況について、全体では、「販売先から説明があり納得している」
が6割弱と最も⾼くなった。

 業種別にみると、情報サービス業は「販売先から説明があり納得している」が6割半ばと⾼くなっている。
⼀⽅、サービス業、運送業は6割弱と⽐較的低い。

受注側 価格交渉における協議状況【販売先から価格決定理由の説明状況】 [単⼀回答]

N=

全体 24,124

製造業 9,792

サービス業 2,350

情報サービス業 1,172

建設業 3,601

卸・小売業 2,864

運送業 1,024

その他 3,000

59.6

60.5

57.2

64.3

62.3

60.0

58.7

53.3

9.2

11.1

6.7

8.4

8.2

7.1

14.6

6.2

17.8

17.4

19.4

17.9

18.6

17.4

16.5

18.2

13.4

11.0

16.7

9.4

10.9

15.5

10.3

22.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

販売先から説明があり納得している 販売先から説明はあったが納得していない 説明がない その他
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受注側



５ー２．価格決定⽅法 価格交渉における協議状況【貴社からの意⾒の傾聴状況】

 協議時における貴社からの意⾒の傾聴状況について、全体では、「意⾒を聞いて理解してもらっている」が7割半ばとな
った。

 業種別にみると、全ての業種において「意⾒を聞いて理解してもらっている」が7割を超えている。

受注側 価格交渉における協議状況【貴社からの意⾒の傾聴状況】 [単⼀回答]

N=

全体 23,970

製造業 9,748

サービス業 2,332

情報サービス業 1,154

建設業 3,565

卸・小売業 2,884

運送業 1,014

その他 2,950

74.3

75.7

73.1

76.8

74.8

77.0

72.7

67.2

15.5

17.1

14.7

12.8

16.5

12.7

18.8

12.5

1.9

1.8

2.0

2.3

2.0

1.3

2.1

2.3

8.3

5.5

10.2

8.1

6.7

9.0

6.4

18.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

意見を聞いて理解してもらっている 意見を聞いてもらえるが、聞いているだけと感じる 意見を聞いてくれない その他

81

受注側



５ー２．価格決定⽅法 価格交渉における協議状況【販売先の協議の際の説明⽅法】

 販売先の協議の際の説明⽅法について、全体では、「資料を⽤いて説明している」が5割弱となった。
 業種別にみると、製造業は「資料を⽤いて説明している」が5割半ばと⾼くなっている。⼀⽅、建設業は4割強と低い。

受注側 価格交渉における協議状況【販売先の協議の際の説明⽅法】 [単⼀回答]

N=

全体 23,746

製造業 9,638

サービス業 2,316

情報サービス業 1,150

建設業 3,539

卸・小売業 2,843

運送業 1,003

その他 2,944

49.3

54.6

44.9

45.1

42.8

49.4

48.0

45.2

39.1

36.3

41.5

43.2

47.4

38.1

42.6

34.4

11.6

9.1

13.6

11.7

9.7

12.5

9.5

20.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

資料を用いて説明している 口頭のみで説明している その他

82

受注側



５ー２．価格決定⽅法 価格交渉における協議状況【協議から価格決定の回答までの期間】

 協議から価格決定の回答までの期間について、全体では、『協議後3ヶ⽉以内に回答がある』が8割強となった。
 業種別にみると、情報サービス業は『協議後3ヶ⽉以内に回答がある』が9割弱と⾼くなっている。⼀⽅、運送業は7割

半ばと低い。

受注側 価格交渉における協議状況【協議から価格決定の回答までの期間】 [単⼀回答]

N=

全体 22,894

製造業 9,442

サービス業 2,192

情報サービス業 1,120

建設業 3,404

卸・小売業 2,748

運送業 985

その他 2,705

61.7

60.0

64.5

68.4

67.6

63.4

48.2

58.4

20.8

24.0

17.2

19.1

16.2

21.4

28.3

16.1

4.5

5.6

3.3

2.1

3.2

3.7

8.1

4.0

1.7

1.8

1.6

1.6

1.2

0.9

2.8

2.1

11.2

8.6

13.5

8.8

11.7

10.6

12.5

19.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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協議後1ヶ月以内に回答がある 協議後3ヶ月以内に回答がある 協議後6ヶ月以内に回答がある

協議後1年以内に回答がある 回答はない

※『協議後3か⽉以内に回答がある』は、「協議後1か⽉以内に回答がある」、「協議後3か⽉以内に回答がある」の割合の合計値。

受注側



５ー２．価格決定⽅法 各変動コストの反映状況【コスト全般の変動価格】

 コスト全般の変動に対する価格の反映状況について、全体では、『反映された（100％〜81％）』が4割半ばとなった。
 業種別にみると、卸・⼩売業は『反映された（100％〜81％）』が5割弱と⾼くなっている。⼀⽅、運送業は3割半ばと

低い。
受注側 各変動コストの反映状況【コスト全般の変動価格】 [単⼀回答]

N=

全体 25,481

製造業 10,426

サービス業 2,441

情報サービス業 1,185

建設業 3,845

卸・小売業 3,075

運送業 1,068

その他 3,079

16.1

15.1

18.8

17.4

14.6

18.2

9.7

19.0

29.7

31.7

28.1

25.9

30.6

30.1

24.5

25.9

32.6

34.1

29.3

28.1

34.5

32.4

38.2

28.6

11.5

10.5

12.3

12.9

12.2

10.8

17.5

10.8

9.5

8.1

10.9

14.9

7.2

8.3

9.7

14.8

0.6

0.6

0.7

0.8

0.8

0.3

0.3

0.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

84

全て反映された（100%） 概ね反映された（99～81%） 一部反映された（80～41%）

あまり反映されなかった（40～1%） 反映されなかった（0%） 減額された（マイナス）

※『反映された（100％〜81％）』は、「全て反映された（100%）」、「概ね反映された（99〜81%）」の割合の合計値。

受注側



※『反映された（100％〜81％）』は、「全て反映された（100%）」、「概ね反映された（99〜81%）」の割合の合計値。

５ー２．価格決定⽅法 各変動コストの反映状況【労務費の変動価格】

 労務費の変動に対する価格の反映状況について、全体では、『反映された（100％〜81％）』が4割半ばとなった。
 業種別にみると、運送業は『反映された（100％〜81％）』が3割強と⽐較的低くなっている。

受注側 各変動コストの反映状況【労務費の変動価格】 [単⼀回答]

N=

全体 24,981

製造業 10,203

サービス業 2,400

情報サービス業 1,172

建設業 3,788

卸・小売業 3,007

運送業 1,048

その他 3,017

15.9

14.9

18.0

17.4

15.0

17.3

10.4

18.5

25.5

26.1

24.7

24.1

28.2

25.3

21.9

22.9

28.3

28.2

27.3

28.2

30.2

27.2

36.0

25.9

14.9

15.3

14.5

13.4

15.1

14.5

19.4

12.5

14.9

15.2

14.8

16.2

10.8

15.4

12.0

19.6

0.5

0.4

0.6

0.7

0.7

0.3

0.4

0.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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全て反映された（100%） 概ね反映された（99～81%） 一部反映された（80～41%）

あまり反映されなかった（40～1%） 反映されなかった（0%） 減額された（マイナス）

受注側



※『反映された（100％〜81％）』は、「全て反映された（100%）」、「概ね反映された（99〜81%）」の割合の合計値。

５ー２．価格決定⽅法 各変動コストの反映状況【原材料価格の変動価格】

 原材料価格の変動に対する価格の反映状況について、全体では、『反映された（100％〜81％）』が5割弱となった。
 業種別にみると、製造業は『反映された（100％〜81％）』が5割強と⽐較的⾼くなっている。⼀⽅、情報サービス業は約4割、

運送業は3割半ばと低くなっている。

受注側 各変動コストの反映状況【原材料価格の変動価格】 [単⼀回答]

N=

全体 24,897

製造業 10,209

サービス業 2,386

情報サービス業 1,115

建設業 3,782

卸・小売業 3,016

運送業 1,028

その他 3,011

19.7

21.6

20.0

19.5

16.1

19.5

11.5

20.9

29.7

32.1

27.3

21.0

31.9

30.2

23.4

25.9

27.9

27.4

27.9

20.4

30.2

30.6

33.0

25.4

10.6

8.8

11.5

13.2

12.4

9.9

17.0

10.3

11.7

9.7

12.8

25.5

8.9

9.5

14.8

17.2

0.4

0.4

0.4

0.4

0.4

0.2

0.3

0.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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全て反映された（100%） 概ね反映された（99～81%） 一部反映された（80～41%）

あまり反映されなかった（40～1%） 反映されなかった（0%） 減額された（マイナス）

受注側



※『反映された（100％〜81％）』は、「全て反映された（100%）」、「概ね反映された（99〜81%）」の割合の合計値。

５ー２．価格決定⽅法 各変動コストの反映状況【エネルギー価格の変動価格】

 エネルギー価格の変動に対する価格の反映状況について、全体では、『反映された（100％〜81％）』が4割強となった。
 業種別にみると、情報サービス業は4割弱、運送業は3割強と⽐較的低くなっている。

受注側 各変動コストの反映状況【エネルギー価格の変動価格】 [単⼀回答]

N=

全体 24,675

製造業 10,129

サービス業 2,374

情報サービス業 1,105

建設業 3,733

卸・小売業 2,981

運送業 1,028

その他 2,985

16.4

16.0

18.3

18.9

14.5

17.2

10.6

19.0

26.0

27.5

24.3

19.5

28.6

26.0

22.7

22.7

26.9

27.7

24.8

18.7

27.7

28.3

33.9

24.2

14.4

14.0

15.6

13.0

15.8

13.9

17.1

13.1

15.9

14.4

16.6

29.3

12.7

14.4

15.4

20.6

0.4

0.4

0.4

0.5

0.6

0.3

0.3

0.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

87

全て反映された（100%） 概ね反映された（99～81%） 一部反映された（80～41%）

あまり反映されなかった（40～1%） 反映されなかった（0%） 減額された（マイナス）

受注側



５ー２．価格決定⽅法 変動コストを単価に反映できた理由

 変動コストを単価に反映できた理由について、全体では、「ニュース等の報道等から価格転嫁に取り組む必要性を販売
先が感じたため」が5割弱と最も⾼く、次いで「これまでも価格転嫁に応じていたため」が3割半ばとなった。

 業種別にみると、情報サービス業を除く全ての業種で「ニュース等の報道等から価格転嫁に取り組む必要性を販売先
が感じたため」が最も⾼く、情報サービス業では「これまでも価格転嫁に応じていたため」が最も⾼くなっている。

受注側 変動コストを2024年度の単価に反映できた理由 [複数回答]
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※回答について業種ごとにヒートマップにて表⽰。（「⾚＝割合が⾼い」〜「⻘＝割合が低い」となっている）

受注側

7業種比較

その他

価格交渉促
進月間等の
政府の動き
を活用した
申入れを
行ったため

価格改定に
応じなけれ
ば取引量の
減少や撤退
する旨の意
思表示をし
たため

定量的なエ
ビデンスに基
づく交渉で
あったため
（原価計算・
価格変動状
況・公表情報
等）

一定の基準
で対応した
結果である
ため（相見積
もり、フォー
ミュラ、標準
単価等）

中長期的な
競争力強化・
サプライ
チェーンの強
化を意識し
ているため

これまでも価
格転嫁に応
じていたた
め

販売先の取
引先も価格
転嫁に応じ
てくれたため
（最終製品の
価格転嫁が
進んだため）

販売先の経
営層から対
応するよう
指示があっ
たため

販売先の業
績が上がり
価格転嫁に
応じる余裕
が生まれた
ため

販売先の同
業他社が価
格転嫁に応
じているた
め

販売先に行
政・業界団体
等からの要
請があった
ため

ニュース等の
報道等から
価格転嫁に
取り組む必
要性を販売
先が感じた
ため

4.11.23.010.29.17.936.914.77.64.723.310.048.3全体(N=20,026)

3.51.53.212.88.610.837.816.29.75.123.412.148.8製造業(N=8,507)

4.80.82.37.29.04.134.311.74.75.219.98.149.5サービス業(N=1,859)

4.51.12.49.010.811.242.811.08.76.617.29.839.0情報サービス業(N=843)

2.50.92.86.911.34.334.713.96.34.426.210.247.3建設業(N=3,072)

3.90.72.910.06.57.441.217.84.73.828.15.449.5卸・小売業(N=2,483)

4.42.24.99.16.19.930.412.811.04.424.714.451.0運送業(N=776)

7.50.82.88.510.74.434.611.25.23.818.37.448.1その他(N=2,224)



５ー２．価格決定⽅法 変動コストを単価に反映できなかった理由

 変動コストを単価に反映できなかった理由について、全体では、「販売先が想定している予算内での
対応が難しいため」が3割強で最も⾼く、次いで「貴社と同業の他社が多いため」が3割弱となった。

 業種別にみると、製造業、サービス業、情報サービス業、建設業は「販売先が想定している予算内での対応が難しい
ため」が最も⾼く、卸・⼩売業、運送業は「貴社と同業の他社が多いため」が最も⾼い。

受注側 変動コストを2024年度の単価に反映できなかった理由 [複数回答]
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※回答について業種ごとにヒートマップにて表⽰。（「⾚＝割合が⾼い」〜「⻘＝割合が低い」となっている）

受注側

7業種比較

その他

これまでも価
格転嫁に応じ
ていなかった
ため

今後、取引中
止や仕入先変
更を検討して
いるため

貴社と同業の
他社が多いた
め

一時金で対応
されているた
め

貴社が定量的
なエビデンス
を用意してい
なかったため
（原価計算・価
格変動状況・
公表情報等）

原材料・エネ
ルギー等のコ
ストが減少し
ているため

一定の基準で
対応した結果
であるため
（相見積もり、
フォーミュラ、
標準単価等）

貴社からの値
上げが必要な
理由に納得が
できなかった
ため

販売先が想定
している予算
内での対応が
難しいため

販売先の取引
先も価格転嫁
に応じてくれ
ないため（最
終製品の価格
転嫁が進まな
いため）

販売先の業績
が悪化してい
るため

15.010.63.529.11.66.12.512.15.333.520.218.5全体(N=7,420)

12.911.24.327.52.28.82.612.26.632.526.521.3製造業(N=2,968)

15.29.53.329.10.86.12.112.74.033.315.018.9サービス業(N=718)

21.711.51.625.10.04.12.012.04.337.211.112.9情報サービス業(N=443)

8.610.92.232.91.03.33.114.04.245.715.514.3建設業(N=1,026)

17.78.73.833.21.14.61.99.85.427.119.420.3卸・小売業(N=846)

9.510.91.935.13.34.63.87.66.334.928.117.4運送業(N=367)

25.611.03.425.31.53.92.112.72.826.111.914.6その他(N=954)



５ー２．価格決定⽅法 各費⽬のコスト全体に対する割合

 各費⽬のコスト全体に対する割合について、全体では、「労務費」が4割強と最も⾼くなった。
 業種別にみると、情報サービス業は「労務費」が7割半ばと⾼くなっている。⼀⽅、卸・⼩売業は3割と低い。

受注側 販売先に納める主な製品・サービスの原価・コストの内訳[数値回答]
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労務費 原材料価格 エネルギー価格 その他の費用

全体

(N=16,118)

製造業

(N=7,328)

サービス業

(N=2,639)

情報サービス業

(N=1,004)

建設業

(N=1,613)

卸・小売業

(N=1,244)

運送業

(N=974)

その他

(N=1,295)

■
 

受
注
側

41% 38%
47%

74%

44%

30%

43% 43%

32% 35%
27%

11%

32%

43%
24%

29%

11% 12% 10%

4%

10% 11%
16% 10%

16% 16% 16%
11% 14%

16% 17% 18%

受注側



５ー３．原価低減要請、協賛⾦等 原価低減要請や利益提供要請の有無

 直近1年間における原価低減要請や利益提供要請の有無について、全体では、「受けたことはない」が9割強となった。
 業種別にみると、製造業、建設業、卸・⼩売業において、「受けたことがある」が1割前後となり、⽐較的⾼くなっている。

受注側 直近１年間における原価低減要請や利益提供要請の有無 [単⼀回答]

N=

全体 26,216

製造業 10,575

サービス業 2,553

情報サービス業 1,230

建設業 3,920

卸・小売業 3,170

運送業 1,084

その他 3,280

8.5

10.4

6.6

4.6

9.5

8.9

4.1

5.2

91.5

89.6

93.4

95.4

90.5

91.1

95.9

94.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

受けたことがある 受けたことはない

91

受注側



５ー３．原価低減要請、協賛⾦等 原価低減要請や利益提供要請のとらえ⽅

 原価低減要請や利益提供要請のとらえ⽅について、全体では、「取引継続のために⼀部は対応することにしている」が
5割半ばで最も⾼く、次いで「競争環境上やむを得ないと考えている」が4割強となった。

 業種別にみると、いずれの業種も「取引継続のために⼀部は対応することにしている」が最も⾼い。
受注側 原価低減要請や利益提供要請のとらえ⽅ [複数回答]

92

受注側

競争環境上

やむを得ないと考えている

取引先と共同で効率化を

行うなかで対応している

対応するつもりはない

取引継続のために

一部は対応することにしている

取引先の数値目標を

達成するための取組

その他

43.5

24.9

5.3

56.6

9.0

1.8

40.9

25.8

6.1

58.9

9.8

2.3

50.6

28.0

3.0

54.2

10.7

0.6

42.1

24.6

3.5

59.6

12.3

3.5

45.0

21.0

4.0

56.3

6.2

1.3

48.2

24.8

6.4

54.3

9.2

1.8

36.4

29.5

4.5

40.9

6.8

0.0

43.7

22.2

4.8

55.7

7.8

1.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

全体( ) 製造業( )



５ー３．原価低減要請、協賛⾦等 原価低減要請や利益提供要請における販売先との協議、書⾯による合意の有無

 原価低減要請や利益提供要請における販売先との協議、書⾯による合意の有無について、全体では、「要請に納得
したうえで合意した」が6割弱と最も⾼くなった。

 業種別にみると、情報サービス業、卸・⼩売業は「要請に納得したうえで合意した」が6割半ばと⾼くなっている。

受注側 原価低減要請や利益提供要請における販売先との協議、書⾯による合意の有無 [単⼀回答]

N=

全体 2,112

製造業 1,046

サービス業 162

情報サービス業 54

建設業 350

卸・小売業 270

運送業 39

その他 163

57.3

55.2

62.3

64.8

54.6

64.4

46.2

58.3

32.8

33.2

31.5

29.6

39.1

24.4

46.2

31.3

9.9

11.7

6.2

5.6

6.3

11.1

7.7

10.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

要請に納得したうえで合意した 要請に納得しないまま合意した 要請に応じなかった

93

受注側



５ー３．原価低減要請、協賛⾦等 原価低減要請や利益提供要請に納得しないまま合意した理由

 原価低減要請や利益提供要請に納得しないまま合意した理由について、全体では、「これまでの慣例のため合意」が
5割半ばで最も⾼く、次いで「転注を⽰唆されたためやむを得ず合意」が3割半ばとなった。

 業種別にみると、いずれの業種も「これまでの慣例のため合意」が最も⾼く、特に運送業は7割強と他の業種に⽐べて
⾼くなっている。

受注側 原価低減要請や利益提供要請に納得しないまま合意した理由 [複数回答]

94

受注側



５ー４．⽀払い条件 下請代⾦を全て現⾦で受け取っている割合

 下請代⾦を全て現⾦で受け取っている割合について、全体では、「全て現⾦払い（100％）」が7割強となった。
 業種別にみると、情報サービス業は「全て現⾦払い（100％）」が9割半ばと⾼くなっている。⼀⽅、製造業は6割強

と低い。

受注側 下請代⾦を全て現⾦で受け取っている割合 [単⼀回答]

N=

全体 26,520

製造業 10,690

サービス業 2,556

情報サービス業 1,237

建設業 4,015

卸・小売業 3,168

運送業 1,100

その他 3,307

73.4

63.3

83.5

94.9

76.3

72.8

83.8

83.5

12.8

16.7

7.2

2.1

15.2

12.0

9.3

7.1

3.4

4.7

1.3

0.3

3.7

3.2

0.9

2.1

2.5

3.5

1.8

0.4

1.9

2.6

1.4

1.7

2.1

2.4

2.8

0.8

0.9

3.0

2.2

1.9

5.8

9.3

3.3

1.5

2.0

6.4

2.5

3.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

95

全て現金払い（100％） 現金は50％以上 現金は30～50％未満 現金は10～30％未満

現金は10％未満 全て手形等の支払い（現金0％）

受注側



５ー４．⽀払い条件 現⾦以外の⽀払い⼿段で最も多い⽀払い⼿段

 現⾦以外の⽀払い⼿段で最も多い⽀払い⼿段について、全体では、「約束⼿形」が4割強と最も⾼くなった。
 業種別にみると、建設業は「約束⼿形」が5割強と⾼くなっている。

受注側 現⾦以外の⽀払い⼿段で最も多い⽀払い⼿段 [単⼀回答]

N=

全体 6,675

製造業 3,748

サービス業 389

情報サービス業 63

建設業 893

卸・小売業 814

運送業 163

その他 510

40.5

38.3

33.9

20.6

53.6

42.3

44.8

38.0

37.8

41.9

29.8

30.2

29.9

37.6

27.0

32.0

16.4

17.2

21.3

30.2

13.1

13.6

17.2

14.3

5.3

2.5

14.9

19.0

3.4

6.5

11.0

15.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

約束手形 電子債権 一括決済方式（ファクタリング） その他

96

受注側

※ その他の回答の例︓「クレジットカード」、「⼩切⼿」、「クーポン券による精算」、「お互いの商品・サービスの売買による相殺」、「為替⼿形」



５ー４．⽀払い条件 下請代⾦を⼿形等で受け取っている場合の⼿形等のサイト

 下請代⾦を⼿形等で受け取っている場合の⼿形等のサイトについて、全体では、『60⽇(2ヶ⽉)以内』が3割強となった。
 業種別にみると、サービス業は『60⽇(2ヶ⽉)以内』が5割弱と⾼くなっている。⼀⽅、製造業、建設業は3割強と⽐較的低い。

受注側 下請代⾦を⼿形等で受け取っている場合の⼿形等のサイト [単⼀回答]

N=

全体 6,209

製造業 3,530

サービス業 345

情報サービス業 51

建設業 827

卸・小売業 769

運送業 154

その他 451

7.3

4.0

20.3

15.7

5.8

10.3

11.7

19.1

25.9

26.1

28.7

29.4

25.0

27.0

26.0

20.4

31.0

30.3

30.1

39.2

34.8

33.6

31.8

25.3

26.6

29.9

14.8

11.8

26.1

21.2

18.8

23.5

9.2

9.6

6.1

3.9

8.2

7.9

11.7

11.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

30日(1ヶ月)以内 60日(2ヶ月)以内 90日(3ヶ月)以内 120日(4ヶ月)以内 120日(4ヶ月)超

97

※『60⽇(2ヶ⽉)以内』は、「30⽇(1ヶ⽉)以内」、「60⽇(2ヶ⽉)以内」の割合の合計値。

受注側



５ー４．⽀払い条件 下請代⾦の受け取り⽅法を現⾦へ変更するための協議状況

 下請代⾦の⽀払い⽅法の設問で「全て現⾦払い」以外を回答した企業に対し、直近1年間における、下請代⾦の受
け取り⽅法変更の協議状況を質問したところ、全体では、『協議を⾏った』が7割強と⾼くなった。

 業種別にみると、建設業は『協議を⾏った』が8割弱と⾼くなっている。

受注側 下請け代⾦の受け取り⽅法を⼿形等から現⾦へ変更するための協議状況 [単⼀回答]

N=

全体 1,861

製造業 1,096

サービス業 89

情報サービス業 17

建設業 227

卸・小売業 246

運送業 46

その他 114

47.7

48.0

55.1

41.2

54.6

40.2

37.0

43.9

25.1

23.1

20.2

23.5

22.9

34.1

30.4

31.6

27.2

28.9

24.7

35.3

22.5

25.6

32.6

24.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

98

販売先から申し出があり協議を行った 自社から申し出を行い協議に応じてくれた

自社から申し出を行ったが協議に応じてくれなかった

※『協議を⾏った』は、「販売先から申し出があり協議を⾏った」、「⾃社から申し出を⾏い協議に応じてくれた」の割合の合計値。

受注側



５ー４．⽀払い条件 下請け代⾦受け取り⽅法の変更を希望しているか

 下請代⾦の⽀払い⽅法の設問で「全て現⾦払い」以外を回答した企業に対し、下請け代⾦受け取り⽅法の変更を
希望しているか質問したところ、全体では、「変更を希望しない」が4割強と最も⾼くなった。

 業種別にみると、製造業、卸・⼩売業は「サイト・現⾦への変更ともに変更を希望する」が2割半ばとなっている。
受注側 下請け代⾦受け取り⽅法の変更を希望しているか [単⼀回答]

N=

全体 6,286

製造業 3,553

サービス業 363

情報サービス業 54

建設業 847

卸・小売業 753

運送業 159

その他 467

24.7

26.8

17.6

20.4

23.0

25.5

13.2

20.1

7.4

8.4

5.0

3.7

4.3

8.9

5.7

6.6

24.1

26.2

18.7

18.5

25.1

20.7

22.6

17.3

43.8

38.6

58.7

57.4

47.6

44.9

58.5

55.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

サイト・現金への変更ともに変更を希望する サイトの変更のみ希望する 現金への変更のみ希望する 変更を希望しない
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受注側



５ー４．⽀払い条件 下請け代⾦受け取り⽅法の変更を希望しない理由

 下請け代⾦受け取り⽅法の変更を希望しない理由について、全体では、「資⾦繰りに問題がないため」が6割弱で最
も⾼く、次いで「販売先と継続して取引を⾏うため（現⾦化するまでの期間も販売先とやりとりができるため）」が4割
弱となった。

 業種別にみると、いずれの業種も「資⾦繰りに問題がないため」が最も⾼く、過半数を占めている。

受注側 下請け代⾦受け取り⽅法の変更を希望しない理由 [複数回答]
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※回答について業種ごとにヒートマップにて表⽰。（「⾚＝割合が⾼い」〜「⻘＝割合が低い」となっている）

受注側

7業種比較

その他
これまでの慣
習を変えるの
は手間なため

電子債権等の
電子的決済手
段に移行して
も約束手形と
何ら変わらな
いと感じてい
るため

現金以外の支
払い手段の方
が利便性が高
いため

自身の仕入先
（発注先）が電
子的決済手段
（約束手形で
支払われるた
め）に対応し
ないため

電子的決済手
段を自ら使用
することが難
しいため

販売先と継続
して取引を行
うため（現金
化するまでの
期間も販売先
とやりとりが
できるため）

資金繰りに問
題がないため

3.221.78.510.02.63.537.257.6全体(N=2,720)

3.122.19.76.32.43.535.560.0製造業(N=1,356)

5.222.93.821.02.94.832.451.0サービス業(N=210)

0.020.06.726.73.36.736.763.3情報サービス業(N=30)

3.018.89.37.03.83.842.760.1建設業(N=398)

3.021.17.110.72.72.740.856.8卸・小売業(N=336)

3.328.35.415.22.21.133.748.9運送業(N=92)

2.723.26.619.32.32.737.552.1その他(N=259)



５ー４．⽀払い条件 ⽀払⼿段変更における⼿数料分や⾦利分の扱い

 ⽀払⼿段変更における⼿数料分や⾦利分の扱いについて、全体では、「現⾦払いに変更した場合の振込⼿数料分の負担は
なかった（相⼿が負担）」が3割弱となり良状況を⽰す項⽬が最も⾼くなった。ただし、悪状況を⽰す「現⾦払いに変更した
場合の振込⼿数料分を⾃社が負担することになった（⽀払額から差引）」も3割弱で僅差となっている。

 業種別にみると、製造業、サービス業、情報サービス業、運送業は良状況を⽰す 「現⾦払いに変更した場合の振込⼿数料分の
負担はなかった（相⼿が負担）」が最も⾼く、建設業、卸・⼩売業は悪状況を⽰す「現⾦払いに変更した場合の振込⼿数料分
を⾃社が負担することになった（⽀払額から差引）」が最も⾼くなっている。

受注側 ⽀払⼿段変更における⼿数料分や⾦利分の扱い [複数回答]
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※回答について業種ごとにヒートマップにて表⽰。（「⾚＝割合が⾼い」〜「⻘＝割合が低い」となっている）

受注側

7業種比較

その他

手形等で長
いサイトへの
変更を受け
たが金額に
変更はな
かった

手形等で長
いサイトへの
変更を受け
た際に一定
額割り増した
金額となっ
た

サイト短縮に
より従来より
早期に回収
できることを
踏まえた金
額分を差し
引かれること
になった

サイト短縮に
より従来より
早期に回収
できるよう
になった（額
の変更なし）

現金以外の
手法を用い
る事で発生
する料金（電
債利用の手
数料等）分を
自社で負担
することに
なった

現金以外の
手法を用い
る事で発生
する料金（電
債利用の手
数料等）を相
手に負担し
てもらえるこ
とになった

現金払いに
変更した場
合の振込手
数料分を自
社が負担す
ることになっ
た（支払額か
ら差引）

現金払いに
変更した場
合の振込手
数料分の負
担はなかっ
た（相手が負
担）

14.84.80.31.818.719.610.127.427.9全体(N=5,412)

14.35.00.52.021.419.910.725.328.4製造業(N=3,058)

15.65.00.00.612.518.814.125.930.3サービス業(N=320)

20.06.02.02.014.018.08.022.028.0情報サービス業(N=50)

13.94.50.31.517.520.67.433.022.9建設業(N=733)

15.34.00.01.515.120.110.331.529.6卸・小売業(N=648)

13.63.00.81.516.715.29.826.529.5運送業(N=132)

20.46.00.02.012.717.06.526.727.4その他(N=401)



５ー４．⽀払い条件 約束⼿形利⽤廃⽌への取組が閣議決定されている事の認知度

 約束⼿形利⽤廃⽌への取組が閣議決定されている事の認知度について、全体では、「知っている」が59.6％、
「知らなかった」が40.4％となった。

 業種別にみると、製造業は「知っている」が7割弱と⾼くなっている。⼀⽅、情報サービス業は4割強と低い。

受注側 約束⼿形利⽤廃⽌への取組が閣議決定されている事の認知度 [単⼀回答]

N=

全体 25,528

製造業 10,330

サービス業 2,452

情報サービス業 1,205

建設業 3,835

卸・小売業 3,076

運送業 1,076

その他 3,145

59.6

69.2

47.8

43.2

54.4

60.5

57.8

49.7

40.4

30.8

52.2

56.8

45.6

39.5

42.2

50.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

知っている 知らなかった
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受注側



５ー４．⽀払い条件 ⾃社からの⽀払いで最も多い⽀払⼿段

 ⾃社からの⽀払いで最も多い⽀払⼿段について、全体では、「現⾦」が8割半ばと最も⾼くなった。
 業種別にみると、情報サービス業は「現⾦」が9割半ばと⾼くなっている。⼀⽅、製造業は8割弱と低い。

受注側 ⾃社からの⽀払いで最も多い⽀払⼿段 [単⼀回答]

N=

全体 25,634

製造業 10,329

サービス業 2,488

情報サービス業 1,208

建設業 3,862

卸・小売業 3,096

運送業 1,069

その他 3,170

5.5

8.1

2.1

0.3

4.7

6.1

2.2

3.1

6.8

9.8

4.0

1.6

4.3

7.0

3.6

4.9

3.7

3.9

5.0

2.6

2.8

4.5

3.6

3.3

84.0

78.2

88.9

95.4

88.1

82.4

90.5

88.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

約束手形 電子債権 一括決済方式（ファクタリング） 現金
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受注側



５ー５．知的財産等への対応 知的財産・ノウハウの保護状況

 知的財産・ノウハウの保護状況について、全体では、「実施中」が2割弱となった。
 業種別にみると、情報サービス業は「実施中」が3割強と⾼くなっている。⼀⽅、運送業は1割に満たず低い。

受注側 知的財産・ノウハウの保護状況 [単⼀回答]

N=

全体 25,898

製造業 10,447

サービス業 2,505

情報サービス業 1,224

建設業 3,878

卸・小売業 3,123

運送業 1,068

その他 3,245

17.9

19.7

15.9

32.3

10.3

25.0

6.6

15.1

4.9

5.1

4.9

6.6

5.1

5.0

4.4

3.8

40.6

41.4

40.2

38.1

42.2

39.7

40.4

39.3

36.5

33.8

39.1

23.0

42.4

30.3

48.6

41.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

実施中 :実施予定 未実施 知的財産権等を有しているか分からない

104

受注側



５ー５．知的財産等への対応 知的財産権等を管理するための体制

 知的財産権等を管理するための体制について、全体では、「体制はない」が8割半ばと最も⾼くなった。体制がある旨の
回答では、「兼任の担当者を設置している」が1割強で最も⾼い。

 業種別にみると、いずれの業種も「体制はない」が最も⾼い。体制がある旨の回答では、情報サービス業は「兼任の担
当者を設置している」が2割弱で⽐較的⾼い。

受注側 知的財産権等を管理するための体制 [複数回答]
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受注側



５ー５．知的財産等への対応 知的財産権等を保護するための具体的な対策

 知的財産権等を保護するための具体的な対策について、全体では、「特に対策はしていない」が7割弱で最も⾼く、具
体的な対策では「取引先から⼿交された契約書案の内容確認」が1割強で最も⾼くなった。

 業種別にみると、いずれの業種も「特に対策はしていない」が最も⾼い。具体的な対策では、卸・⼩売業は「特許等の
出願・登録」が2割強、情報サービス業は「取引先企業から⼿交された契約書案の内容確認」が3割強で⽐較的⾼く
なっている。

受注側 知的財産権等を保護するための具体的な対策 [複数回答]
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受注側

特許等の出願・登録

ノウハウの営業秘密としての管理

取引先から手交された

契約書案の内容確認

公平な契約を結ぶための交渉

特に対策はしていない

その他

10.1

9.7

11.9

6.8

69.3

4.1

11.1

11.6

13.0

6.6

67.8

3.5

7.0

8.1

11.1

6.7

72.0

4.1

8.3

15.6

30.6

18.1

50.3

2.9

4.4

4.8

7.5

4.4

79.2

3.9

22.1

11.5

11.2

7.6

60.9

3.6

3.0

4.1

5.8

4.4

81.1

5.6

7.8

8.0

9.5

6.3

71.7

6.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%



５ー５．知的財産等への対応 知的財産権等を保護するための具体的な対策を⾏っていない理由

 知的財産権等を保護するための具体的な対策を⾏っていない理由について、全体では、「取引先企業を信頼しており、
知的財産権等を侵害されるおそれはないと考えているため」、「過去に知的財産権等を侵害されたことがなく、対策は必
要ないと考えているため」、「どのように対策をしたらよいか分からないため」が3割半ばとなった。

 業種別にみると、製造業、サービス業、情報サービス業は「取引先企業を信頼しており、知的財産権等を侵害される
おそれはないと考えているため」が、建設業、運送業は「どのように対策をしたらよいか分からないため」が、卸・⼩売業は
「過去に知的財産権等を侵害されたことがなく、対策は必要ないと考えているため」が最も⾼くなっている。

受注側 知的財産権等を保護するための具体的な対策を⾏っていない理由 [複数回答]
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受注側



５ー５．知的財産等への対応 知的財産権等を含んだ取引において受けたことのある⾏為

 直近1年間で、知的財産権等を含んだ取引において受けたことのある⾏為について、全体では、具体的な回答としてはいずれも1
割に満たなかった。具体的な回答をみると、「取引先企業と共同で開発した発明等の権利の帰属について、⾃社の寄与度に関
係なく⼀⽅的に取引先のみの帰属とされる」が最も⾼く、次いで「知的財産に適切な対価を⽀払ってもらえていない」となっている。

 業種別にみると、サービス業を除く全ての業種で「取引先企業と共同で開発した発明等の権利の帰属について、⾃社の寄与
度に関係なく⼀⽅的に取引先のみの帰属とされる」が最も⾼く、サービス業では「知的財産に適切な対価を⽀払ってもらえてい
ない」最も⾼くなった。また、情報サービス業は「取引先企業と共同で開発した発明等の権利の帰属について、⾃社の寄与度に
関係なく⼀⽅的に取引先のみの帰属とされる」が2割弱で、ほかの業種と⽐べて⽐較的⾼くなっている。

受注側 直近1年間で、知的財産権等を含んだ取引において受けたことのある⾏為 [複数回答]
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※回答について業種ごとにヒートマップにて表⽰。（「⾚＝割合が⾼い」〜「⻘＝割合が低い」となっている）

受注側
7業種比較

その他

取引先企業と共同で開
発した発明等の権利の
帰属について、自社の寄
与度に関係なく一方的
に取引先のみの帰属と
される

工場監査・品質保証の際
に、事前に目的と監査事
項を教えてもらえない、
又はその目的を達成す
るために必要な範囲を
超えて、ノウハウや技術
上・営業上の秘密情報の
提供を要請される

知的財産に適切な対価
を支払ってもらえていな
い

秘密保持契約締結前に、
自社の営業上の秘密の
開示を強要される

契約書の修正協議に応
じてもらえない

秘密保持契約の締結に
応じてもらえない、又は
自社に不利な秘密保持
契約の締結を強制され
る

77.18.33.27.41.92.62.6全体(N=12,289)

75.78.54.88.12.42.22.2製造業(N=4,900)

77.08.21.89.11.73.52.7サービス業(N=1,238)

71.717.81.65.12.14.22.1情報サービス業(N=566)

76.57.63.07.51.42.92.9建設業(N=1,873)

79.97.22.76.31.61.83.0卸・小売業(N=1,421)

78.77.81.85.62.03.22.7運送業(N=554)

81.16.61.55.91.42.33.2その他(N=1,599)



５ー６．働き⽅改⾰への対応 販売先から発注を受ける際、働き⽅に配慮した発注が⾏われている実感

 販売先から発注を受ける際、働き⽅に配慮した発注が⾏われている実感について、全体では、「配慮されている」が
6割半ばと⾼くなっている。

 業種別にみると、情報サービス業は「配慮されている」が8割弱と⾼くなっている。⼀⽅、製造業は6割強と低い。

受注側 販売先から発注を受ける際、働き⽅に配慮した発注が⾏われている実感 [単⼀回答]

N=

全体 25,685

製造業 10,428

サービス業 2,483

情報サービス業 1,216

建設業 3,851

卸・小売業 3,102

運送業 1,073

その他 3,149

65.6

63.5

67.5

77.6

67.5

64.6

70.7

63.9

26.8

30.0

24.0

17.9

26.6

27.7

22.4

22.7

7.6

6.5

8.5

4.4

5.9

7.7

6.9

13.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

配慮されている 配慮されていない その他
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受注側



５ー６．働き⽅改⾰への対応 販売先が実施した働き⽅改⾰に関する対応で受けた影響

 直近１年間における、販売先が実施した働き⽅改⾰に関する対応で受けた影響について、全体では、「特に影響は
ない」が8割強と最も⾼くなった。

 業種別にみると、全ての業種において「特に影響はない」が7割半ば以上となっている。

受注側 直近１年間における、販売先が実施した働き⽅改⾰に関する対応で受けた影響 [複数回答]
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※回答について業種ごとにヒートマップにて表⽰。（「⾚＝割合が⾼い」〜「⻘＝割合が低い」となっている）

受注側

7業種比較

その他
祝休日出勤
の増加

発注業務の
拡大・営業時
間の延長

従業員派遣
を要請

支払決済処
理のズレによ
る入金の遅
れ

検収の遅れ
短納期での
発注の増加

急な仕様変
更への対応
の増加

特に影響は
ない

3.14.52.81.11.32.59.16.580.2全体(N=25,264)

2.64.42.60.91.22.712.76.878.8製造業(N=10,283)

2.54.73.31.31.22.47.16.581.4サービス業(N=2,453)

2.04.23.61.91.13.14.76.684.1情報サービス業(N=1,180)

2.86.62.81.52.12.79.39.076.7建設業(N=3,786)

2.32.42.61.01.11.96.93.984.9卸・小売業(N=3,033)

4.94.44.61.40.72.03.47.579.0運送業(N=1,051)

5.74.02.10.71.42.34.74.382.0その他(N=3,100)



５ー６．働き⽅改⾰への対応 短納期発注や急な仕様変更などのコスト負担状況

 直近1年間における、短納期発注や急な仕様変更などのコスト負担状況について、全体では、『負担してくれた（100
％〜81％）』が4割強と最も⾼くなった。

 業種別にみると、情報サービス業は『負担してくれた（100％〜81％）』が5割半ばと⾼くなっている。⼀⽅、卸・⼩売
業、運送業は4割弱と低い。

受注側 直近1年間における、短納期発注や急な仕様変更などのコスト負担状況 [単⼀回答]

N=

全体 21,465

製造業 8,761

サービス業 2,086

情報サービス業 1,032

建設業 3,368

卸・小売業 2,510

運送業 928

その他 2,498

26.7

25.8

28.3

39.2

23.9

27.4

24.8

28.0

15.2

15.6

14.2

17.4

18.0

11.5

14.0

13.5

15.0

15.3

13.4

12.9

19.2

11.3

21.3

12.1

10.9

11.6

11.1

8.8

12.5

9.4

12.0

8.4

32.1

31.8

32.9

21.6

26.4

40.4

27.9

38.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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全て販売先が負担してくれた（100%） 多くを販売先が負担してくれた（99～81%）

一部を販売先が負担してくれた（80～41%） 販売先はあまり負担しなかった（40～1%）

販売先は負担しなかった（0%）

※『負担してくれた（100％〜81％）』は、「全て販売先が負担してくれた（100%）」、「多くを販売先が負担してくれた（99〜81%）」の割合の合計値。

受注側



５ー７．型取引の適正化 販売先との取引における型取引の有無

 販売先との取引における型取引の有無について、全体では、「型取引はない」が8割半ばとなった。
 業種別にみると、いずれの業種も「型取引はない」が最も⾼い。⾃動⾞・⾃動⾞部品製造業は「⾦型がある」が3割半

ば、パルプ・紙・紙加⼯品製造業は「⽊型がある」が3割弱で⽐較的⾼くなっている。

受注側 販売先との取引における型取引の有無 [複数回答]
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受注側

9業種（製造業内訳含む）比較

金
型
が
あ
る

木
型
が
あ
る

樹
脂
型
が
あ
る

治
具
が
あ
る

型
取
引
は
な
い

全体
(N=23,648)

9.6 3.7 1.9 4.4 85.0

自動車・自動車部品製造業
(N=1,564)

35.9 4.0 5.4 19.1 52.8

機械製造業
(N=1,235)

14.4 11.0 4.7 10.2 72.1

電機・情報通信機器製造業
(N=807)

18.0 4.1 2.5 10.3 73.4

パルプ・紙・紙加工品製造業
(N=334)

4.8 27.8 4.5 1.8 66.8

化学産業
(N=508)

10.4 4.5 2.0 2.8 83.9

その他の製造業
(N=5,386)

15.2 6.2 2.8 7.1 76.0

建設業
(N=3,483)

2.3 0.9 0.4 0.8 96.5

卸・小売業
(N=2,781)

7.4 2.8 1.6 1.4 89.2

その他
(N=7,222)

2.4 1.0 0.6 0.8 96.1



５ー７．型取引の適正化 型管理の取組実施状況【書⾯等による取引条件の明確化】

 書⾯等による取引条件の明確化について、全体では、『実施された（100％〜81％）』が5割弱となった。
 業種別にみると、電機・情報通信機器製造、建設業は『実施された（100％〜81％）』が6割前後で⾼くなっている。

受注側 型管理の取組実施状況【書⾯等による取引条件の明確化】 [単⼀回答]
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全て実施された（100%） 概ね実施された（99～81%） 一部実施された（80～41%）

あまり実施されなかった（40～1%） 実施されなかった（0%）

※『実施された（100％〜81％）』は、「全て実施された（100%）」、「概ね実施された（99〜81%）」の割合の合計値。

受注側

N=

全体 3,245

自動車・自動車部品製造業 688

機械製造業 320

電機・情報通信機器製造業 206

パルプ・紙・紙加工品製造業 104

化学産業 78

その他の製造業 1,177

建設業 114

卸・小売業 276

その他 248

30.7

29.1

29.1

42.2

23.1

35.9

28.4

39.5

30.8

35.9

18.7

21.1

15.9

16.5

20.2

17.9

18.7

22.8

15.9

18.5

14.8

15.0

17.2

11.7

12.5

9.0

15.4

20.2

14.1

12.9

13.6

11.8

19.1

11.7

17.3

7.7

14.8

7.0

13.4

12.1

22.2

23.1

18.8

18.0

26.9

29.5

22.8

10.5

25.7

20.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%



※『実施された（100％〜81％）』は、「全て実施された（100%）」、「概ね実施された（99〜81%）」の割合の合計値。

５ー７．型取引の適正化 型管理の取組実施状況【代⾦や製作費の早期⽀払】

 代⾦や製作費の早期⽀払について、全体では、『実施された（100％〜81％）』が7割となった。
 業種別にみると、パルプ・紙・紙加⼯品製造業は『実施された（100％〜81％）』が8割強と⾼くなっている。

受注側 型管理の取組実施状況【代⾦や製作費の早期⽀払】 [単⼀回答]
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全て実施された（100%） 概ね実施された（99～81%） 一部実施された（80～41%）

あまり実施されなかった（40～1%） 実施されなかった（0%）

受注側

N=

全体 3,252

自動車・自動車部品製造業 685

機械製造業 326

電機・情報通信機器製造業 207

パルプ・紙・紙加工品製造業 105

化学産業 78

その他の製造業 1,171

建設業 111

卸・小売業 282

その他 250

51.6

44.7

51.2

54.1

61.0

53.8

53.7

47.7

55.0

54.4

18.4

21.3

17.5

15.9

20.0

19.2

17.4

18.0

16.3

18.8

9.7

12.7

9.5

7.7

9.5

9.0

8.7

19.8

8.9

6.0

6.5

6.1

8.3

6.3

2.9

3.8

7.1

6.3

7.1

4.8

13.7

15.2

13.5

15.9

6.7

14.1

13.1

8.1

12.8

16.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%



※『実施された（100％〜81％）』は、「全て実施された（100%）」、「概ね実施された（99〜81%）」の割合の合計値。

５ー７．型取引の適正化 型管理の取組実施状況【量産終了後の型保管費の⽀払】

 量産終了後の型保管費の⽀払について、全体では、『実施された（100％〜81％）』が3割強となった。
 業種別にみると、電機・情報通信機器製造、建設業は『実施された（100％〜81％）』が4割前後で⽐較的⾼くなっ

ている。
受注側 型管理の取組実施状況【量産終了後の型保管費の⽀払】 [単⼀回答]
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全て実施された（100%） 概ね実施された（99～81%） 一部実施された（80～41%）

あまり実施されなかった（40～1%） 実施されなかった（0%）

受注側

N=

全体 3,136

自動車・自動車部品製造業 654

機械製造業 311

電機・情報通信機器製造業 201

パルプ・紙・紙加工品製造業 106

化学産業 75

その他の製造業 1,130

建設業 106

卸・小売業 275

その他 244

21.7

17.9

22.2

28.4

18.9

20.0

21.0

29.2

22.9

27.9

10.9

11.8

10.3

12.9

8.5

13.3

10.5

14.2

10.5

8.2

9.3

13.1

11.6

10.0

7.5

2.7

8.4

13.2

4.4

7.0

13.8

13.8

16.7

9.5

8.5

10.7

14.2

16.0

14.2

14.8

44.2

43.4

39.2

39.3

56.6

53.3

45.9

27.4

48.0

42.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%



※『実施された（100％〜81％）』は、「全て実施された（100%）」、「概ね実施された（99〜81%）」の割合の合計値。

５ー７．型取引の適正化 型管理の取組実施状況【不要な型の廃棄費⽤の⽀払】

 不要な型の廃棄費⽤の⽀払について、全体では、『実施された（100％〜81％）』が3割半ばとなった。
 業種別にみると、電機・情報通信機器製造、建設業は『実施された（100％〜81％）』が4割半ばと⾼くなっている。

受注側 型管理の取組実施状況【不要な型の廃棄費⽤の⽀払】 [単⼀回答]
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全て実施された（100%） 概ね実施された（99～81%） 一部実施された（80～41%）

あまり実施されなかった（40～1%） 実施されなかった（0%）

受注側

N=

全体 3,101

自動車・自動車部品製造業 649

機械製造業 311

電機・情報通信機器製造業 200

パルプ・紙・紙加工品製造業 105

化学産業 74

その他の製造業 1,121

建設業 104

卸・小売業 264

その他 239

24.4

21.3

23.8

36.0

21.9

27.0

23.6

29.8

22.0

29.3

10.8

13.6

10.9

8.5

5.7

8.1

10.3

15.4

11.0

7.9

9.0

11.6

13.8

5.0

7.6

5.4

7.5

17.3

5.3

7.9

12.2

11.4

15.1

12.0

11.4

4.1

12.9

11.5

13.3

10.0

43.6

42.2

36.3

38.5

53.3

55.4

45.7

26.0

48.5

44.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%



５ー７．型取引の適正化 取引⾦額が最も⼤きい販売先との間の「型」の所有権

 取引⾦額が最も⼤きい販売先との間の「型」の所有権について、全体では、「販売先」が6割強と⾼くなった。
 業種別にみると、いずれの業種も「販売先」が最も⾼く、特に機械製造業、電機・情報通信機器製造、パルプ・紙・紙

加⼯品製造業は7割を超えて⾼くなっている。

受注側 取引⾦額が最も⼤きい販売先との間の「型」の所有権 [単⼀回答]

自社 販売先 不明 その他
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受注側

N=

全体 2,629

自動車・自動車部品製造業 573

機械製造業 253

電機・情報通信機器製造業 175

パルプ・紙・紙加工品製造業 84

化学産業 63

その他の製造業 958

建設業 80

卸・小売業 222

その他 193

30.2

34.6

22.1

21.1

13.1

39.7

28.7

27.5

40.5

36.3

60.2

58.1

71.1

74.3

81.0

58.7

61.4

51.3

46.8

44.0

6.3

4.2

5.1

1.7

6.0

1.6

6.9

12.5

7.2

13.5

3.3

3.1

1.6

2.9

0.0

0.0

3.0

8.8

5.4

6.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%


